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◎貴法人が保育所を設置している市区町村数

◎貴法人が設置している保育所数

（１） 貴法人が設置している認可保育所（貴法人が設置している保育所であり，公設民営の保
育所は含みません。以下「保育所」といいます。）について，平成24年度末において，設置し
ている自治体（市区町村）の総数及び設置している保育所の総数を御回答ください。また，
それらの保育所における経常的な事業活動による平成24年度の収入の合計額を御回答く
ださい。

１．保育分野の実態調査　【社会福祉法人】

問１　貴法人の行う福祉事業について
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（回答者：408）

ｎ＝市区町村数
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（回答者：506）

ｎ＝保育所数
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◎事業活動による収入の合計額

を行っていますか。該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，
該当するもの全てに○を付けてください。

（２） 貴法人では，平成25年度において，保育所のほかに，どのような事業（収益事業を除く。）
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（回答者：457）

ｎ＝事業活動による

収入の合計額

（万円）
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無回答

（％）

（回答者：563）

（※複数回答可）
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◎第一種社会福祉事業

◎第二種社会福祉事業

社会福祉事業，公益事業及び収益事業のそれぞれの事業活動による収入の合計額を御回
答ください。

（３） 貴法人で行っている事業について，平成24年度における第一種社会福祉事業，第二種
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（回答者：133）

ｎ＝事業活動による

収入の合計額

（万円）
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ｎ＝事業活動による

収入の合計額

（万円）

430000
510000
610000

257494  352662  355935
363953  398511  465237 637815
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◎公益事業

◎収益事業
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ｎ＝事業活動による

収入の合計額

（万円）
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ｎ＝事業活動による

収入の合計額

（万円）
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64306
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◎　「その他」の内訳

・ 既に新築や増改築などを行った・行っている　　
・ 検討している又は意欲はある　　
・ 少子化等のため新規開設等を行う状況にない　　
・ その他　　

改築の要請等があった場合，これに応じる意欲はありますか。該当する記号に○を付けてく
ださい。

（４） 貴法人では，今後，自治体から，保育所の新規開設の公募や，定員を増やすための増

33
15
15
５

意欲があり，既に

具体的に検討して

いる
102
18.1%

具体的に検討した

ことはないが，意

欲はある
195
34.6%

新規開設等は考え

たことがない・考え

られない
181
32.1%

その他
68

12.1%

無回答
17
3.0%

（回答者：563）

5



【設置】
（ 上段：回答法人数 ）
（ 下段：割合（％） ）

増改築のそれぞれについて，調達した金額の多い順に記号を選択し，御回答ください（３つ
に満たない場合は，３つ全てを選択する必要はありません。）。設置や増改築を行ったこと
が複数ある場合は，最後のものについて御回答ください。

（１） 貴法人では，保育所設置や増改築に必要な資金は，どのように調達しましたか。設置と

福祉医療機構からの借入れ
129 42 224

36.2

22.9 7.5 39.8

40 26 80

4.6

202

市区町村から交付される補助金（安心
子ども基金を含む。）

自己資金

寄付金

問２　施設整備に係る費用について

第２位 第３位 合計
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無回答
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合計
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【増改築】
（ 上段：回答法人数 ）
（ 下段：割合（％） ）

第１位 第２位 第３位 合計

自己資金
95 106 108 309

16.9 18.8 19.2 54.9

寄付金
6 12 19 37

1.1 2.1 3.4 6.6

市区町村から交付される補助金（安心
子ども基金を含む。）

214 38 16 268

38.0 6.7 2.8 47.6

福祉医療機構からの借入れ
33 119 22 174

5.9 21.1 3.9 30.9

銀行等の金融機関からの借入れ
11 30 22 63

2.0 5.3 3.9 11.2

その他
16 12 10 38

2.8 2.1 1.8 6.7

分からない
5 0 3 8

0.9 0.0 0.5 1.4

無回答
183 246 363 -

32.5 43.7 64.5 -

合計
563 563 563 563

100.0 100.0 100.0 100.0
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（２） 現行制度では，株式会社等は，施設整備に係る国庫補助金の交付対象とはされておら
ず，社会福祉法人等との間で条件が公平ではないとの意見もあります。平成27年４月から
実施される予定の子ども・子育て支援新制度では，公定価格の設定に当たって，施設整備
に係る費用についても算定し，私立保育所に対しては，株式会社等立か社会福祉法人等立
かを問わず，自治体から委託費として支払われることが検討されています。

 この点について，貴法人はどのようにお考えですか。該当する記号に○を付けてくださ
い。

記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付け
てください。

（１） 貴法人が設置する保育所では，どのような手段で情報公開を行っていますか。該当する
問３　情報公開について

株式会社等と社会

福祉法人等との条

件が公平となり，良

い
10
1.8%

条件を公平とする

方向性は良いが，

詳細な要件で株式

会社等と社会福祉

法人等とで何らか

の差が残ると思う
182
32.3%

公平な条件とする

必要はない
286
50.8%

特に考えはない・分

からない
30
5.3%

その他

39
6.9%

無回答, 16, 2.8%（回答者：563）
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保育所における資料（財務諸表など）の備付け

自治体が発行する広報誌・パンフレット

特に行っていない

その他

無回答

（％）

（回答者：563）

（※複数回答可）
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ていますか。次の一覧にあるものについて，公開している情報には○，公開していない情報
には×を付けてください。

（２） 貴法人が設置する保育所では，保護者及び広く一般に向けて，どのような情報を公開し

65.5 
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71.8 

95.9 

87.9 

95.6 

96.4 
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70.5 

95.0 
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定員や空き状況

利用できる時間

延長・一時・休日・病児・病後児保育の内容

遊び場や遊具などの設備

保育方針・保育内容・保育の特色

給食の方針・特色

１日の過ごし方

年間の催し物などの行事予定

保育士数

保育士の経験年数

法人・施設の財務諸表

苦情等の受付制度

第三者評価の結果

保育料以外の保護者負担

無回答

（％）

（公開している情報）

保護者向け 広く一般向け インターネット上で公開

（回答者：563）
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（３） （２）において，「法人・施設の財務諸表」，「苦情等の受付制度」及び「第三者評価の結
果」の全て又はいずれかを広く一般向けにインターネット上で公表していない場合，その理
由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当す
るもの全てに○を付けてください。
   全て公表している場合は，本質問には回答せずに，（４）にお進みください。

（４） 社会福祉法人，株式会社等の設置主体にかかわらず，保育を提供する事業者の情報公
開は足りていないとの意見もあります。貴法人が設置する保育所における情報公開の状況
について，どのようにお考えですか。該当する記号に○を付けてください。

24.8 

8.5 

15.8 

22.2 

0.0 

42.8 

9.1 

20.6 

0  20  40 

自法人でウェブサイトを持っておらず，他に適当な

ウェブサイトもないから

時間・手間が掛かるから

広く一般向けに公表する内容ではないから

インターネット上での公表を義務付けられてはいない

から

苦情等の受付制度がないから

第三者評価を受審していないから

その他

無回答

（％）

（回答者：505）

（※複数回答可）

既に十分な情報公

開を行っている
77

13.7%

不十分だとは思っ

ていないが，必要

であれば，より広

範な情報を提供し

ていく
371
65.9%

十分にはできてい

ない
70

12.4%

情報公開は行いた

いが，保護者の必

要としている情報

が分からない
21
3.7%

そもそも情報公開

は必要ない
4

0.7%

その他
14
2.5%

無回答
6

1.1%

（回答者：563）
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（５） 貴法人が設置する保育所では，保護者から意見・要望・苦情等を受け付けるために，ど
のような取組を行っていますか。該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数
ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。

92.7 

87.7 

64.7 

50.3 

65.2 

52.9 

0.4 

2.5 

0.4 

0  20  40  60  80  100 

保育士等が受付窓口となっている（面談も含む）

連絡帳を利用している

保護者会を実施している

アンケートを行っている

意見箱・専用メールアドレスを設置している

第三者委員が受付窓口をなっている

特段の取組は行っていない

その他

無回答

（％）

（回答者：563）

（※複数回答可）
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のようにお考えですか。該当する記号に○を付けてください。
（２） 貴法人は，全ての保育所に対して第三者評価の受審が義務付けられることについて，ど

問４　第三者評価制度について

な立場から評価する第三者評価制度があります。平成22年度から平成25年度までの各年
度末（平成25年度については平成25年10月末）時点の貴法人が設置する保育所の数及び
第三者評価を受審した保育所の数を，年度ごとに御回答ください。

（１） 保育の質を，事業者及び保護者以外の公正・中立な第三者機関が，専門的かつ客観的

（注）グラフは，社会福祉法人の受審率（各年度の第三者評価を受審した保育所数／当該

社会福祉法人の年度末時点の保育所数）の分布状況

229

1 0 0 6 8 0 0 0 0

45
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0 3 1 2 7 0 0 1 1

48

229

0 4 1 4 7 0 1 0 1

55

237

0 2 0 3 7 0 0 0 0

44
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50
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150

200

250

（法人数）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

回答者 平成22年度：289

回答者 平成23年度：298

回答者 平成24年度：302

回答者 平成25年度：293

ｎ＝受審率（％）

賛成
82

14.6%

どちらかというと賛成
195
34.6%どちらかというと反対

167
29.7%

反対
52
9.2%

その他
53
9.4%

無回答
14
2.5%

（回答者：563）
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ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
（３） （２）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

73.2 

18.5 

0.0 

0.0 

11.3 

0.0 

57.3 

35.4 

0.6 

0.0 

13.2 

0.0 

96.3 

89.7 

6.6 

0.0 

43.4 

7.1 

51.2 

31.8 

0.6 

0.0 

17.0 

0.0 

25.6 

7.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.5 

22.1 

59.3 

65.4 

47.2 

0.0 

9.8 

14.9 

49.7 

55.8 

32.1 

0.0 

1.2 

4.1 

18.6 

25.0 

11.3 

0.0 

3.7 

17.4 

73.1 

75.0 

39.6 

7.1 

3.7 

6.7 

28.1 

40.4 

15.1 

0.0 

2.4 

4.1 

9.6 

15.4 

28.3 

0.0 

1.2 

0.0 

1.2 

0.0 

1.9 

92.9 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（２）の回答）

全ての保育所が受審する

ことが望ましい・必要だか

ら

保護者のためになるから

保育士・職員が自らの保育

を振り返る機会になるから

保育所間で保育が比較さ

れることで質の向上につな

がるから

良い評価を受ければ知名

度向上につながるから

受審費用が高いから

受審には多くの手間が掛

かるから

入園希望者の増加にはつ

ながらないから

自己評価や自治体の指

導・監査で十分に対応可能

であるから

信頼性の伴わない第三者

評価機関があるから

その他

無回答

（回答者：563）

（82/563）

（195/563）

（167/563）

（52/563）

（53/563）

（14/563）

（※複数回答可）
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貴法人においては，保護者はどのような条件を重視して保育所を選択していると考えていま
すか。特に重視していると考えられるものを以下の中から５つ選んでください（５つに満たない場
合は，５つ全てを選択する必要はありません。）。

問５　保護者の保育所選択について

4.3 

75.2 

39.7 

37.0 

25.9 

61.1 

53.9 

46.4 

19.2 

52.4 

4.9 

9.0 

23.7 

3.6 

19.0 

0.8 

3.0 

2.3 

0.9 

0  20  40  60  80 

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，これ

らが充実している

園や保育士の雰囲気が良い，コミュニケーションが

取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受入体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認可した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

無回答

（％）

（回答者：532）
※無効回答：31

（※５つまで回答可）
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問６　社会福祉法人立保育所の特長・特色について
貴法人が設置する保育所について，社会福祉法人立の保育所ならではの（株式会社等によ

る設置では実現が難しい）特長・特色としてどのようなものがあるとお考えでしょうか。該当する
記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付けて
ください。

85.6 

56.5 

75.5 

67.0 

58.4 

4.6 

4.6 

1.1 

0  20  40  60  80 

利潤を追求しないため，真に子供のための保育を提

供できる

倒産するリスクが小さく，安定的・継続的な保育を提

供できる

地域との関わりをいかした保育を提供できる

長年のノウハウ・実績をいかした保育を提供できる

高い福祉性を追求・実践した保育を提供できる

保育所次第であり，社会福祉法人固有の特長・特色

はない

その他

無回答

（％）

（回答者：563）

（※複数回答可）
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は，保育内容・施設環境・立地条件等の保育所間の差異は反映されていません。
これに対し，運営費は，これらも考慮して決定されるべきとの意見もあります。この意見に

対する貴法人の考えについて，該当する記号に○を付けてください。

（１）  現在，保育所の運営費は，市区町村から保育所の設置者に交付されており，その額に

との間には契約関係はありません。
このような制度の在り方について，保育所の設置者と保護者が直接契約を結び，現在

は，市区町村から保育所の設置者に交付されている運営費を保護者に何らかの形で給付
すべきとの意見もあります。この意見に対する貴法人の考えについて，該当する記号に○を
付けてください。

（２）  現在は，市区町村と保護者が保育に係る契約を結ぶ一方で，保育所の設置者と保護者

問７　市区町村による運営費制度について

賛成
106
18.8%

どちらかというと賛

成
170
30.2%

どちらかというと反

対
127
22.6%

反対
95

16.9%

その他
36
6.4%

無回答
29
5.2%

（回答者：563）

賛成
17
3.0%

どちらかというと賛

成
34
6.0%

どちらかというと反

対
200
35.5%

反対
270
48.0%

その他
22
3.9%

無回答
20
3.6%

（回答者：563）
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ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
（３）  （２）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

94.1 

79.4 

3.5 

2.6 

31.8 

5.0 

52.9 

67.6 

3.5 

3.7 

22.7 

5.0 

23.5 

38.2 

2.0 

1.5 

4.5 

0.0 

0.0 

5.9 

69.0 

70.4 

22.7 

10.0 

0.0 

8.8 

47.5 

55.6 

9.1 

5.0 

5.9 

14.7 

75.0 

83.0 

40.9 

10.0 

0.0 

0.0 

4.5 

11.1 

36.4 

0.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.4 

4.5 

85.0 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（２）の回答）

直接契約は，保護者が納

得した上で契約を結ぶた

め，保育方針等に対して

保護者からの理解・協力

を得やすいから

保護者が保育所を選べる

ようになり，保育所間で保

育が比較されることで質

の向上につながるから

行政を介さずに済むた

め，保育所の運営の自由

度が高くなるから

保育料徴収や応募者多数

の場合の選定等の事務負

担が大きくなるから

アレルギーを持つ子供

や，障がいを持つ子供を

受け入れない保育所が出

てくるから

行政の保育責任が曖昧に

なるから

その他

無回答

（17/563）

（34/563）

（200/563）

（270/563）

（22/563）

（20/563）

（回答者：563）

（※複数回答可）
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【保護者全員が別途料金を支払うもの】

【希望する保護者のみが別途料金を支払うもの】

金を徴収して，付加的なサービスの提供を行っていますか。保護者全員が別途料金を支払
うもの及び希望する保護者のみが別途料金を支払うものそれぞれについて，該当する記号
を選択し，御回答ください。

（１）  貴法人が設置する保育所では，自治体から交付される運営費とは別途，保護者から料
問８　追加で提供する付加的サービスについて

提供している・提供

したことがある
157
27.9%

自治体の要綱等で

料金を徴収すること

が禁じられているた

め，提供していない
98

17.4%

自治体から個別の

指導があったため，

提供していない
17
3.0%

他の理由で，提供

していない
97

17.2%

無回答

194
34.5%

（回答者：563）

提供している・提供

したことがある
266
47.2%

自治体の要綱等で

料金を徴収するこ

とが禁じられてい

るため，提供して

いない
79

14.0%

自治体から個別の

指導があったた

め，提供していな

い
12
2.1%

他の理由で，提供

していない
67

11.9%

無回答
139
24.7%

（回答者：563）
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・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

５

保護者会，保護者負担
絵本，保育教材

ビスを提供していますか。具体例を御回答ください。
  ※（２）は（１）で「提供している・提供したことがある」を選択した者に対する質問

（２）  貴法人が設置する保育所では，保護者から別途料金を徴収して，どのような付加的サー

11

21

39

32

60

34

９

４

複数回答可）
◎ 保護者全員が別途料金を支払う付加的サービスの内容（具体例を記載した回答者：154，

者：252，複数回答可）
◎　希望する保護者のみが別途料金を支払う付加的サービスの内容（具体例を記載した回答

15

32

３
２

18

92
34

７

10

168

20

18

８
７

園外保育，行事
アルバム，写真
体操着，園服，保育用品（ハブラシ，おむつなど）
絵本，保育教材
給食費，主食費
おやつ・補食（延長保育時等含む）

体操着，園服，保育用品（ハブラシ，おむつなど）
給食費，主食費

園外保育，行事
習い事（スイミング，音楽，体操，英会話など）

26

布団リース・クリーニング，ベッド
保護者会，保護者負担
その他

延長保育，一時保育等
アルバム，写真
共済等掛金
布団リース・クリーニング，ベッド
送迎バス
その他

延長保育，一時保育等
習い事（スイミング，音楽，体操，英会話など）
送迎バス

（注）具体例として挙げられた項目を抜粋してまとめており，複数の例を挙げた回答者がいる。
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は，国が定める基準に基づく保育の一環として行われる活動に係る費用について，実費徴
収を認める方向で議論されています。

これに関して，各保育所が創意工夫を凝らし，特色ある保育を行うためには，国が定める
基準外の保育を認めるとともに，その費用について実費徴収を認めることが必要との意見
もあります。この意見に対する貴法人の考えについて，該当する記号に○を付けてくださ
い。

（３）  現在，子ども・子育て支援新制度の詳細を検討している「子ども・子育て会議」において

賛成

84
14.9%

どちらかというと賛

成
151
26.8%

どちらかというと反

対
162
28.8%

反対

96
17.1%

その他

22
3.9%

無回答

48
8.5%

（回答者：563）
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ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
（４）  （３）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

91.7 

73.5 

1.2 

1.0 

4.5 

2.1 

76.2 

68.2 

0.6 

0.0 

13.6 

4.2 

29.8 

19.2 

1.2 

0.0 

4.5 

0.0 

50.0 

36.4 

3.1 

0.0 

13.6 

2.1 

6.0 

13.9 

87.0 

82.3 

45.5 

0.0 

2.4 

2.6 

27.8 

40.6 

27.3 

0.0 

1.2 

4.6 

73.5 

68.8 

27.3 

0.0 

0.0 

0.7 

17.9 

40.6 

31.8 

2.1 

1.2 

2.6 

5.6 

7.3 

40.9 

0.0 

0.0 

0.7 

0.6 

1.0 

0.0 

93.8 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（３）の回答）

各保育所の創意工夫が可能とな

り，特色ある保育を提供しやすく

なるから

多様な保護者のニーズに応える

ことができるようになるから

現在の基準内の保育のみでは不

十分だから

望ましい保育を市区町村からの

運営費で実施するのは困難だか

ら

費用を負担できる保護者とできな

い保護者が出てくることにより，

子供によって受ける保育に差が

生じることは望ましくないから

保育所によって保育に差が生じ

ることは望ましくないから

保護者の金銭的な負担が大きく

なるから

現在の基準内の保育で十分だか

ら

その他

無回答

（回答者：563）

（84/563）

（151/563）

（162/563）

（96/563）

（22/563）

（48/563）

（※複数回答可）
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問９　株式会社等の参入について

ですか。該当する記号に○を付けてください。
（１）  株式会社等の営利法人が保育所を設置することについて，貴法人はどのようにお考え

賛成
9

1.6%
どちらかというと賛

成
26
4.6%

どちらかというと反

対
185
32.9%

反対
311
55.2%

その他
19
3.4%

無回答
13
2.3%

（回答者：563）
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ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
（２）  （１）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

55.6 

26.9 

3.2 

1.0 

26.3 

0.0 

44.4 

57.7 

2.2 

0.0 

15.8 

0.0 

66.7 

46.2 

0.0 

0.0 

5.3 

0.0 

0.0 

3.8 

66.5 

77.8 

15.8 

30.8 

0.0 

7.7 

64.3 

70.7 

21.1 

38.5 

0.0 

0.0 

40.0 

66.9 

10.5 

38.5 

22.2 

7.7 

7.6 

6.1 

52.6 

7.7 

0.0 

0.0 

2.7 

3.5 

0.0 

53.8 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（１）の回答）

営利法人であっても保育

所の設置は可能であるか

ら

株式会社等の方が機動

的に新設できるため，待

機児童解消につながるか

ら

多様な主体が参入した方

が良いから

営利法人は利潤を追求

し，コスト優先であるた

め，保育の質が低くなる

から

営利法人は倒産・撤退す

るリスクが高く，安定的・

継続的な保育を提供でき

ないから

児童福祉や教育の分野を

営利法人が担うのはそも

そも馴染まないから

その他

無回答

（回答者：563）

（9/563）

（26/563）

（185/563）

（311/563）

（19/563）

（13/563）

（※複数回答可）
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◎　待機児童が発生する要因（回答者：472）

・ 経済状況の悪化により母親が働かざるを得ない，共働き世帯の増加
・ 保育士の確保が困難
・ 女性の社会進出，女性の就労の一般化
・ 保育所不足，定員枠が少ない
・

・ 都市部への人口集中
・ 自分で保育をしたくないため保育所を利用する親の増加
・ 核家族化の進展
・

・ ひとり親の増加
・ 子育てへの不安，育児力の低下
・ 保育所に係る最低基準が厳しい，全国一律になっている
・ 育児に対する企業等の体制の未整備，育児休暇が取得しにくい
・ 保育の必要性が低い，必要性がないのに入所している
・ 利用者の希望する条件が整っている保育施設に集中している
・ 保育所以外の保育施設が少ない，充実していない
・ 生活スタイルの変化，価値観の多様化
・ 地域コミュニティーの崩壊，地域交流の希薄化

行政の保育政策への取組が不十分，需要を把握できていない，予算
配分が少ない

10

16

10

18

14
12

78

49

43

22
定員を増やすと保育単価が下がるので定員を増やしたくない，将来子供が
減ったときのリスクがあるので定員増に躊躇する

37

５

26

８

71

104

31

21

現在，待機児童の問題が社会的に大きく取り上げられていますが，待機児童が発生する要
因について，貴法人はどのようにお考えでしょうか。御記載ください。

問10　補助金や税の条件について
現在，株式会社等と社会福祉法人との間に補助金の交付や税制面での条件・制度運用に格

差があるとし，それを平等にすべきだとする意見があります。この意見に対する貴法人の考え
について，該当する記号に○を付けてください。

問11　待機児童問題について

賛成
12
2.1%

どちらかというと賛

成
28
5.0%

どちらかというと反

対
189
33.6%

反対
289
51.3%

その他
27
4.8%

無回答
18
3.2%

（回答者：563）

（注）要因として挙げられた主な項目を抜粋してまとめており，複数の要因を挙げた回答者がいる。
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【回答者の属性】

株式会社・有限会社の別

認可保育所設置の有無

≪回答する設問≫
・

・

２．保育分野の実態調査　【株式会社・有限会社】

認可保育所を設置している場合は，他に認可外保育施設を設置しているときでも，認可保育所に
ついて全ての問いに回答。
認可保育所を設置していない場合は，問２，問３，問７～問13に回答。その際，設問の「保育所」
は，「認可外保育施設」に読替え。

株式会社

137
80.6%

有限会社

33
19.4%

（回答者：170）

認可保育所を設置

している
55

32.4%

認可保育所を設置

していない
115
67.6%

（回答者：170）

うち

株式会社：47

有限会社：8
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【保育所】

◎施設数

◎自治体数

問１　貴社が設置する保育施設について
（１）  貴社が設置する認可保育所（貴社が設置している保育所であり，公設民営の保育所は

含みません。以下「保育所」といいます。），特定の市区町村が独自に運営費を助成する認
可外保育施設（例：東京都認証保育所，横浜保育室。以下「特定保育所」といいます。），事
業所内保育施設，小規模保育施設及びその他の保育施設について，前決算期における施
設の数，展開している自治体（市区町村）の数及び売上高を御回答ください。

24

10

5
4

1
2

1 1 1 1 1 1 1 1 1

0

5

10

15

20

25

30

n＝1 n＝2 n＝3 n＝4 n＝5 n＝6 n＝7 n＝9 n＝10 n＝14 n＝18 n＝25 n＝26 n＝60 n＝85

（法人数） （回答者：55）

ｎ＝施設数

27

6
8

2
1 1 1 1 1

0

5

10

15

20

25

30

n＝1 n＝2 n＝3 n＝4 n＝5 n＝11 n＝16 n＝33 n＝50

（法人数） （回答者：48）
ｎ＝自治体数
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◎売上高

【特定保育所】

◎施設数

10

7

4

2

0

2 2 2
1

0

2

7

0

2

4

6

8

10

12
（法人数） （回答者：39）

ｎ＝売上高

（万円）

34

16

4 3 4

1 2 2 1 2 2 1 1 1 2 2

0

5

10

15

20

25

30

35

40

n＝1 n＝2 n＝3 n＝4 n＝5 n＝6 n＝7 n＝8 n＝10 n＝11 n＝12 n＝13 n＝15 n＝16 n＝21 n＝30

（法人数） （回答者：78）
ｎ＝施設数

127861 133008  174961  260000
275714  600000  758418
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◎自治体数

◎売上高

40

13

4 3 3 2 2 1 2 2 1 1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

n＝1 n＝2 n＝3 n＝4 n＝5 n＝6 n＝7 n＝8 n＝10 n＝12 n＝18 n＝25

（法人数） （回答者：74）

ｎ＝自治体数

21

15

6

2
4

2
0 1 0 1 0 0 1 1 2

0 1 1

5

0

5

10

15

20

25
（法人数） （回答者：63）

ｎ＝売上高

（万円）

90000 172846  177846
200000  462495
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【事業所内保育施設】

◎施設数

◎自治体数

13

3

1 1 1 1 1
2

3

1 1 1 1

0

2

4

6

8

10

12

14

n＝1 n＝2 n＝3 n＝5 n＝7 n＝8 n＝9 n＝12 n＝16 n＝49 n＝53 n＝110 n＝147

（法人数） （回答者：30）

ｎ＝施設数

10

3

1 1 1

2

1 1 1 1

0

2

4

6

8

10

12

n＝1 n＝2 n＝3 n＝5 n＝7 n＝8 n＝11 n＝26 n＝46 n＝87

（法人数） （回答者：22）

ｎ＝自治体数
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◎売上高

【小規模保育施設】

◎施設数

10

2 2 2

0

3 3

0

2

4

6

8

10

12

（法人数） （回答者：22）

ｎ＝売上高

（万円）

7

1 1

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

n＝1 n＝3 n＝4 n＝5

（法人数） （回答者：11）

ｎ＝施設数

78900  131000  321742
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◎自治体数

◎売上高

7

2

1 1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

n＝1 n＝2 n＝4 n＝5

（法人数） （回答者：11）

ｎ＝自治体数

4

2

1 1 1

0

1

2

3

4

5

0≦n＜2000 2000≦n＜4000 4000≦n＜6000 6000≦n＜8000 8000≦n＜10000

（法人数） （回答者：9）

ｎ＝売上高

（万円）
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【その他の保育施設】

◎施設数

◎自治体数

42

11

1
4

2 3
1 1 1

3
1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

n＝1 n＝2 n＝3 n＝4 n＝5 n＝6 n＝7 n＝8 n＝11 n＝12 n＝28

（法人数） （回答者：70）

ｎ＝施設数

33

6 6

1 1 2 1 1 1

0

5

10

15

20

25

30

35

n＝1 n＝2 n＝3 n＝4 n＝6 n＝7 n＝8 n＝10 n＝12

（法人数） （回答者：52）

ｎ＝自治体数
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◎売上高

◎資本金

御回答ください。
（２）  前決算期における貴社の資本金及び保育関連事業以外も含めた事業全体の売上高を

24

3 3
1 2

5

1
4

6

0

5

10

15

20

25

30

（法人数） （回答者：49）

ｎ＝売上高

（万円）

91

15
6

12 10
3 2 0 1 4 1 2 1

7

0

20

40

60

80

100

（法人数） （回答者：155）

ｎ＝売上高

（万円）

36000  36707  68000
103419  148282  243350

499000  100000  150000  350000  
626976  1171000  1193300
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◎保育関連事業以外も含めた事業全体の売上高

（３）  貴社では，今後，自治体から，保育所の新規開設の公募や，定員を増やすための増改
築の要請等があった場合，これに応じる意欲はありますか。該当する記号に○を付けてくだ
さい。

29

22

14

8

3
5

3 4
2 3 2 2 1 1 0

2
0 1 0

2

11

2 1
4

6

0 0 1 1 2 1 1 0

6

0

5

10

15

20

25

30

35

0
≦
n
＜
5
0
0
0

5
0
0
0 ≦

n
＜
1
0
0
0
0

1
0
0
0
0 ≦

n
＜
1
5
0
0
0

1
5
0
0
0 ≦

n
＜
2
0
0
0
0

2
0
0
0
0 ≦

n
＜
2
5
0
0
0

2
5
0
0
0 ≦

n
＜
3
0
0
0
0

3
0
0
0
0 ≦

n
＜
3
5
0
0
0

3
5
0
0
0 ≦

n
＜
4
0
0
0
0

4
0
0
0
0 ≦

n
＜
4
5
0
0
0

4
5
0
0
0 ≦

n
＜
5
0
0
0
0

5
0
0
0
0 ≦

n
＜
5
5
0
0
0

5
5
0
0
0 ≦

n
＜
6
0
0
0
0

6
0
0
0
0 ≦

n
＜
6
5
0
0
0

6
5
0
0
0 ≦

n
＜
7
0
0
0
0

7
0
0
0
0 ≦

n
＜
7
5
0
0
0

7
5
0
0
0 ≦

n
＜
8
0
0
0
0

8
0
0
0
0 ≦

n
＜
8
5
0
0
0

8
5
0
0
0 ≦

n
＜
9
0
0
0
0

9
0
0
0
0 ≦

n
＜
9
5
0
0
0

9
5
0
0
0≦

n
＜
1
0
0
0
0
0

1
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
1
5
0
0
0
0

1
5
0
0
0
0 ≦

n
＜
2
0
0
0
0
0

2
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
2
5
0
0
0
0

2
5
0
0
0
0 ≦

n
＜
3
0
0
0
0
0

3
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
3
5
0
0
0
0

3
5
0
0
0
0 ≦

n
＜
4
0
0
0
0
0

4
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
4
5
0
0
0
0

4
5
0
0
0
0 ≦

n
＜
5
0
0
0
0
0

5
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
6
0
0
0
0
0

6
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
7
0
0
0
0
0

7
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
8
0
0
0
0
0

8
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
9
0
0
0
0
0

9
0
0
0
0
0 ≦

n
＜
1
0
0
0
0
0
0

1
0
0
0
0
0
0 ≦

n

（法人数） （回答者：140）

ｎ＝売上高

（万円）

意欲があり既に

具体的に検討し

ている
88

50.3%

具体的に検討し

たことはないが，

意欲はある
46

26.3%

新規開設等は考

えたことがない・

考えられない
21

12.0%

その他

14
8.0%

無回答

6
3.4%

（回答者：170）

※重複回答：5

1051419  1055069 1378909 
1909000 5220000  26710000
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【全体】

【「保育所の設置を希望したことがない」を除いた場合】

問２　保育所の設置条件について
貴社が保育所の設置を希望した際に，株式会社等の営利法人（以下「株式会社等」といいま

す。）であることを理由に自治体から認可を拒否されたり，事実上，株式会社等が参入不可能な
条件を設定されたりすることで，参入を諦めたことはありますか。該当する記号に○を付けてく
ださい。

また，「ア．はい」を選択した場合には，その自治体名，設定された条件等を御回答ください。
貴社が認可外保育施設しか設置しておらず，かつ，保育所の設置を希望したことがない場合
は，「ウ」に○を付けてください。

はい

68
39.8%

いいえ

62
36.3%

保育所の設置を

希望したことがな

い
35

20.5%

無回答

6
3.5%

（回答者：170）

※重複回答：1

はい

68
50.0%いいえ

62
45.6%

無回答

6
4.4%

（回答者：135）
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【設置主体を社会福祉法人に限定／株式会社は認めていない】（回答数：20）
・ 既存の社会福祉法人の参入しか認めない
・ 社会福祉法人のみを認可しており，株式会社は認めない
・ 過去に株式会社の実績がないため，参入自体非常に困難
・ 株式会社であることを理由に認可を拒否された

【選考過程が不透明／付与された条件が厳しい】（回答数：13）
・ 表向きは株式会社も条件内に入れて公募しているが，結果的には社会福祉法人だけが選考される
・ 表面上認めているが，選定委員に反株式会社派を複数配置し，未だ株式会社を実質的に規制
・ 既存保育所の３か所のハンコを取ること
・ 地域の既存の保育所の理事長全てから新規参入の同意を得ることを求められた
・ 公募の時間が少ない
・ １年以上認可外保育所の実績がないと認可しない
・ 他自治体で認可保育所を運営していなければ，新規参入を認めない

【その他】（回答数：８）
・ 市自体が認可保育所を現状より増やさないとのことで断られた

◎　設定された条件等の具体例（具体例を記載した回答者：41）

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋・分類し，記載して

いる。

なお，自治体名については掲載していない。
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問３　市区町村による運営費制度について

は，保育内容・施設環境・立地条件等の保育所間の差異は反映されていません。
これに対し，運営費は，これらも考慮して決定されるべきとの意見もあります。この意見に

対する貴社の考えについて，該当する記号に○を付けてください。

（１）  現在，保育所の運営費は，市区町村から保育所の設置者に交付されており，その額に

との間には契約関係はありません。
このような制度の在り方について，保育所の設置者と保護者が直接契約を結び，現在

は，市区町村から保育所の設置者に交付されている運営費を保護者に何らかの形で給付
すべきとの意見もあります。この意見に対する貴社の考えについて，該当する記号に○を付
けてください。

（２）  現在は，市区町村と保護者が保育に係る契約を結ぶ一方で，保育所の設置者と保護者

賛成

85
50.0%

どちらかというと

賛成
49

28.8%

どちらかというと

反対
13
7.6%

反対

5
2.9%

その他

14
8.2%

無回答

4
2.4%

（回答者：170）

賛成

45
26.5%

どちらかというと

賛成
34

20.0%

どちらかというと

反対
50

29.4%

反対

19
11.2%

その他

13
7.6%

無回答

9
5.3%

（回答者：170）
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（３）  （２）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数
ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。

84.4 

85.3 

14.0 

15.8 

69.2 

11.1 

88.9 

88.2 

18.0 

15.8 

69.2 

11.1 

33.3 

47.1 

8.0 

0.0 

7.7 

0.0 

6.7 

8.8 

58.0 

68.4 

7.7 

0.0 

11.1 

2.9 

40.0 

42.1 

0.0 

0.0 

4.4 

0.0 

52.0 

68.4 

15.4 

0.0 

4.4 

8.8 

8.0 

10.5 

23.1 

0.0 

2.2 

0.0 

2.0 

0.0 

15.4 

88.9 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（２）の回答）

直接契約は，保護者が納

得した上で契約を結ぶた

め，保育方針等に対して

保護者からの理解・協力

を得やすいから

保護者が保育所を選べる

ようになり，保育所間で保

育が比較されることで質

の向上につながるから

行政を介さずに済むた

め，保育所の運営の自由

度が高くなるから

保育料徴収や応募者多

数の場合の選定等の事

務負担が大きくなるから

アレルギーを持つ子供

や，障がいを持つ子供を

受け入れない保育所が出

てくるから

行政の保育責任が曖昧に

なるから

その他

無回答

（回答者：170）

（45/170）

（34/170）

（50/170）

（19/170）

（13/170）

（9/170）

（※複数回答可）
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【保護者全員が別途料金を支払うもの】

【希望する保護者のみが別途料金を支払うもの】

（１）  貴社が設置する保育所では，自治体から交付される運営費とは別途，保護者から料金
問４　追加で提供する付加的サービスについて

を徴収して，付加的なサービスの提供を行っていますか。保護者全員が別途料金を支払う
もの及び希望する保護者のみが別途料金を支払うものそれぞれについて，該当する記号を
選択し，御回答ください。
  ※問４は認可保育所を設置している株式会社・有限会社（55）に対する質問

提供している・提

供したことがある
17

30.4% 自治体の要綱等で

料金を徴収するこ

とが禁じられてい

るため，提供して

いない
7

12.5%

自治体から個別の

指導があったた

め，提供していな

い
3

5.4%

その他の理由で，

提供していない
11

19.6%

無回答
18

32.1%

（回答者：55）

※重複回答：1

提供している・提

供したことがある
32

58.2%
自治体の要綱等で

料金を徴収すること

が禁じられているた

め，提供していない
4

7.3%

自治体から個別の

指導があったため，

提供していない
2

3.6%

その他の理由で，

提供していない
9

16.4%

無回答
8

14.5%

（回答者：55）
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・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

スを提供していますか。具体例を御回答ください。
  ※（２）は（１）で「提供している・提供したことがある」を選択した者（32）に対する質問

（２）  貴社が設置する保育所では，保護者から別途料金を徴収して，どのような付加的サービ

◎ 保護者全員が別途料金を支払う付加的サービスの内容（具体例を記載した回答者：18，
複数回答可）

答者：33，複数回答可）
◎ 希望する保護者のみが別途料金を支払う付加的サービスの内容（具体例を記載した回

２

１
２

７

１

２

６

29

２
１

10

５
10

４

延長保育，一時保育等
習い事（スイミング，音楽，体操，英会話など）
園外保育，行事

１

７

10

１

２

アルバム，写真
体操着，園服，保育用品（ハブラシ，おむつなど）
給食費，主食費
絵本，保育教材
布団リース・クリーニング，ベッド
保護者会，保護者負担
ベビーシッターサービス

習い事（スイミング，音楽，体操，英会話など）
園外保育，行事
体操着，園服，保育用品（ハブラシ，おむつなど）
給食費，主食費
絵本，保育教材
布団リース・クリーニング，ベッド
共済等掛金
延長保育，一時保育等
保護者会，保護者負担

（注）具体例として挙げられた項目を抜粋してまとめており，複数の例を挙げた回答者がいる。
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は，国が定める基準に基づく保育の一環として行われる活動に係る費用について，実費徴
収を認める方向で議論されています。

これに関して，各保育所が創意工夫を凝らし，特色ある保育を行うためには，国が定める
基準外の保育を認めるとともに，その費用について実費徴収を認めることが必要との意見
もあります。この意見に対する貴社の考えについて，該当する記号に○を付けてください。

（３）  現在，子ども・子育て支援新制度の詳細を検討している「子ども・子育て会議」において

賛成

18
32.7%

どちらかというと

賛成
20

36.4%

どちらかというと

反対
8

14.5%

反対

1
1.8%

その他

2
3.6%

無回答

6
10.9%

（回答者：55）
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ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
（４）  （３）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

100.0 

60.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

88.9 

80.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

38.9 

15.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

33.3 

30.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

5.6 

5.0 

100.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

0.0 

5.6 

5.0 

37.5 

0.0 

50.0 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

83.3 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（３）の回答）

各保育所の創意工夫が可能とな

り，特色ある保育を提供しやすくな

るから

多様な保護者のニーズに応えるこ

とができるようになるから

現在の基準内の保育のみでは不

十分だから

望ましい保育を市区町村からの運

営費のみで実施するのは困難だ

から

費用を負担できる保護者とできな

い保護者が出てくることにより，子

供によって受ける保育に差が生じ

ることは望ましくないから

保育所によって保育に差が生じる

のは望ましくないから

保護者の金銭的な負担が大きくな

るから

現在の基準内の保育で十分だか

ら

その他

無回答

（回答者：55）

（18/55）

（20/55）

（8/55）

（1/55）

（2/55）

（6/55）

（※複数回答可）
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【設置】
（ 上段：回答法人数 ）
（ 下段：割合（％） ）

合計
55 55 55 55

100.0 100.0 100.0 100.0

無回答
1 8 31 -

1.8 14.5 56.4 -

分からない
0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

その他
2 2 3 7

3.6 3.6 5.5 12.7

銀行等の金融機関からの借入れ
19 9 7 35

34.5 16.4 12.7 63.6

17 5 32

18.2 30.9 9.1 58.2

福祉医療機構からの借入れ
0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

市区町村から交付される補助金（安心
子ども基金を含む。）
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41.8 30.9 14.5 87.3

第１位 第２位 第３位 合計

問５　施設整備に係る費用について

自己資金
23 17 8

改築のそれぞれについて，調達した金額の多い順に記号を選択し，御回答ください（３つに
満たない場合は，３つ全てを選択する必要はありません。）。設置や増改築を行ったことが
複数ある場合は，最後のものについて御回答ください。
  ※（１）は認可保育所を設置している株式会社・有限会社（55）に対する質問

（１）  貴社では，保育所設置や増改築に必要な資金は，どのように調達しましたか。設置と増

10

寄付金
0 2 1 3

0.0 3.6 1.8 5.5
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【増改築】
（ 上段：回答法人数 ）
（ 下段：割合（％） ）

46 -

43.6 69.1 83.6 -

分からない
0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

無回答
24 38

合計
55 55

100.0

14

12.7 10.9 1.8

銀行等の金融機関からの借入れ
0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

25.5
その他

7 6 1

55 55

100.0 100.0 100.0

福祉医療機構からの借入れ
33 119 22 174

60.0 216.4 40.0 316.4

市区町村から交付される補助金（安心
子ども基金を含む。）

4 4 4 12

7.3 7.3 7.3 21.8

寄付金
0 1 0 1

0.0 1.8 0.0 1.8

自己資金
20 5 2 27

36.4 9.1 3.6 49.1

第１位 第２位 第３位 合計
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ず，社会福祉法人等との間で条件が公平ではないとの意見もあります。平成27年４月から
実施される予定の子ども・子育て支援新制度では，公定価格の設定に当たって，施設整備
に係る費用についても算定し，私立保育所に対しては，株式会社等立か社会福祉法人等立
かを問わず，自治体から委託費として支払われることが検討されています。
　 この点について，貴社はどのようにお考えですか。該当する記号に○を付けてください。
  ※（２）は認可保育所を設置している株式会社・有限会社（55）に対する質問

（２）  現行制度では，株式会社等は，施設整備に係る国庫補助金の交付対象とはされておら

株式会社等と社会

福祉法人等との条

件が公平となり，

良い
37

67.3%

条件を公平とする方

向性は良いが，詳細

な要件等で株式会

社等と社会福祉法人

等とで何らかの差が

残ると思う

14
25.5%

公平な条件とする

必要はない
2

3.6%

特に考えはない・

分からない
0

0.0%

その他, 2, 3.6% 無回答
0

0.0%

（回答者：55）
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・ 運営費補助金の上乗せ対象とならない，金額に差がある
・ 開設準備経費に係る補助金額に差がある
・ 新設・増改築・大規模修繕に係る補助金額に差がある
・ 内装整備費事業補助の対象とならない
・ 家賃補助の対象とならない
・ 開設時の低利融資制度の利用対象とならない
・ 医療福祉機構からの融資に対する利子補給の対象とならない

（１）  自治体が独自に行う補助制度・融資制度等において，株式会社等が不利になっていると
考えられるものはありますか。該当する記号に○を付けてください。また，「ア．はい」を選択
した場合は，そのような差異を設けている自治体名・制度の概要を御回答ください。
  ※（１）は認可保育所を設置している株式会社・有限会社（55）に対する質問

問６　株式会社等と社会福祉法人との制度上の取扱いの差異について

◎　補助金の具体例（具体例を記載した回答者：24）

はい

30
54.5%

いいえ

19
34.5%

無回答

6
10.9%

（回答者：55）

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋し，記載している。

なお，自治体名については掲載していない。
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号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付けて
ください。

（１）  貴社が設置する保育所では，どのような手段で情報公開を行っていますか。該当する記

（２）  社会福祉法人は，保育所事業に係る法人税が非課税とされる一方，株式会社等は，保
育所事業に対し法人税が課税されることに対する貴社の考えについて，該当する記号に○
を付けてください。
  ※（２）は認可保育所を設置している株式会社・有限会社（55）に対する質問

問７　情報公開について

現状のままで問題

ない
2

3.6%

株式会社等も非課

税にしたほうが良い
20

36.4%

社会福祉法人にも

課税したほうが良

い
5

9.1%

課税・非課税はどち

らでもよいが，株式

会社等と社会福祉

法人の条件を揃え

た方が良い
26

47.3%

その他

2
3.6%

無回答, 0, 0.0%
（回答者：55）

85.3 

42.4 

45.9 

82.4 

20.0 

28.2 

2.4 

7.6 

1.8 

0  20  40  60  80 

貴社のウェブサイト

自治体のウェブサイト

説明会の実施

貴社が作成するパンフレット・チラシ・ポスター

保育所における資料（財務諸表など）の備付け

自治体が発行する広報誌・パンフレット

特に行っていない

その他

無回答

（％）

（回答者：170）

（※複数回答可）
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いますか。次の一覧にあるものについて，公開している情報には○，公開していない情報に
は×を付けてください。

（２）  貴社が設置する保育所では，保護者及び広く一般に向けて，どのような情報を公開して

70.0 

92.4 

87.6 

76.5 

94.1 

82.9 

92.9 

94.1 

77.6 

21.8 

14.1 

78.8 

34.7 

80.6 

3.5 

50.0 

71.2 

64.7 

42.4 

68.2 

44.1 

62.4 

55.9 

32.4 

8.2 

7.1 

28.8 

19.4 

40.0 

21.2 

46.5 

80.0 

70.6 

42.4 

78.8 

48.2 

65.9 

63.5 

25.9 

3.5 

6.5 

23.5 

21.8 

35.3 

12.4 

0  20  40  60  80  100 

定員や空き状況

利用できる時間

延長・一時・休日・病児・病後児保育の

内容

遊び場や遊具などの設備

保育方針・保育内容・保育の特色

給食の方針・特色

１日の過ごし方

年間の催し物などの行事予定

保育士数

保育士の経験年数

会社・施設の財務諸表

苦情等の受付制度

第三者評価の結果

保育料以外の保護者負担

無回答

（％）

（公開している情報）

保護者向け 広く一般向け インターネット上で公開

（回答者：170）
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果」の全て又はいずれかを広く一般向けにインターネット上で公表していない場合，その理
由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当す
るもの全てに○を付けてください。
　 全て公表している場合は，本質問には回答せずに，（４）にお進みください。

（４）  社会福祉法人，株式会社等の設置主体にかかわらず，保育を提供する事業者の情報
公開は足りていないとの意見もあります。貴社が設置する保育所における情報公開の状況
について，どのようにお考えですか。該当する記号に○を付けてください。

（３）  （２）において，「会社・施設の財務諸表」，「苦情等の受付制度」及び「第三者評価の結

4.8 

9.7 

57.6 

38.2 

3.0 

35.8 

10.9 

12.7 

0  20  40  60 

自社でウェブサイトを持っておらず，他に適当なウェ

ブサイトもないから

時間・手間が掛かるから

広く一般向けに公表する内容ではないから

インターネット上での公表を義務付けられてはいない

から

苦情等の受付制度がないから

第三者評価を受審していないから

その他

無回答

（％）

（回答者：170）

（※複数回答可）

既に十分な情報公

開を行っている
30

17.6%

不十分だとは思っ

ていないが，必要で

あれば，より広範な

情報を提供していく
106
62.4%

十分にはできてい

ない
15
8.8%

情報公開は行いた

いが，保護者の必

要としている情報が

分からない
5

2.9%

そもそも情報公開

は必要ない
2

1.2%

その他

4
2.4%

無回答

8
4.7%

（回答者：170）
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ような取組を行っていますか。該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数あ
る場合は，該当するもの全てに○を付けてください。

（５）  貴社が設置する保育所では，保護者から意見・要望・苦情等を受け付けるために，どの

90.0 

90.0 

57.6 

51.8 

50.6 

24.1 

0.0 

5.3 

2.9 

0  20  40  60  80  100 

保育士等が受付窓口となっている（面談も含む）

連絡帳を利用している

保護者会を実施している

アンケートを行っている

意見箱・専用メールアドレスを設置している

第三者委員が受付窓口となっている

特段の取組は行っていない

その他

無回答

（回答者：170）

（※複数回答可）
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【全体】

【うち認可保育所設置者】

な立場から評価する第三者評価制度があります。平成22年度から平成25年度までの各年
度末（平成25年度については平成25年10月末）時点の貴社が設置する保育所の数及び第
三者評価を受審した保育所の数を，年度ごとに御回答ください。

（１）  保育の質を，事業者及び保護者以外の公正・中立な第三者機関が，専門的かつ客観的
問８　第三者評価制度について

（注）グラフは，株式会社等の受審率（各年度の第三者評価を受審した保育所数／当該株

式会社等の年度末時点の保育所数）の分布状況

59

2
5 3 3

6
1 1 0 0

20

62

3 2 3 4
8

0 0 0 0

22

71

4 4 2
6 4

0 0 0 0

21

70

4 2 4
7 5

1 0 0 0

22

0

20

40

60

80
（法人数）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

回答者 平成22年度：100

回答者 平成23年度：104

回答者 平成24年度：112

回答者 平成25年度：115

ｎ＝受審率（％）

14

2
3

2 2

5

1 1
0 0

7

13

2

0

3 3

8

0 0 0 0

9

16

2
3

2

4 4

0 0 0 0

9

18

3

0

3

5
4

1
0 0 0

10

0

4

8

12

16

20

（法人数）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

回答者 平成22年度：37

回答者 平成23年度：38

回答者 平成24年度：40

回答者 平成25年度：44

ｎ＝受審率（％）

51



ようにお考えですか。該当する記号に○を付けてください。
（２）  貴社は，全ての保育所に対して第三者評価の受審が義務付けられることについて，どの

賛成
48

28.2%

どちらかというと賛

成
69

40.6%

どちらかというと反

対
29

17.1%

反対
4

2.4%

その他
12
7.1%

無回答
8

4.7%

（回答者：170）

52



ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
（３）  （２）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

75.0 

24.6 

6.9 

0.0 

25.0 

0.0 

60.4 

56.5 

10.3 

0.0 

33.3 

0.0 

83.3 

85.5 

17.2 

0.0 

33.3 

12.5 

50.0 

52.2 

10.3 

0.0 

25.0 

12.5 

27.1 

26.1 

3.4 

0.0 

16.7 

0.0 

2.1 

17.4 

41.4 

50.0 

58.3 

12.5 

0.0 

10.1 

37.9 

0.0 

33.3 

12.5 

2.1 

4.3 

17.2 

25.0 

8.3 

0.0 

4.2 

8.7 

44.8 

50.0 

16.7 

0.0 

6.3 

7.2 

31.0 

0.0 

16.7 

0.0 

4.2 

4.3 

24.1 

25.0 

8.3 

0.0 

2.1 

1.4 

6.9 

0.0 

8.3 

75.0 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（２）の回答）

全ての保育所が受審する

ことが望ましい・必要だから

保護者のためになるから

保育士・職員が自らの保育

を振り返る機会になるから

保育所間で保育が比較さ

れることで質の向上につな

がるから

良い評価を受ければ知名

度向上につながるから

受審費用が高いから

受審には多くの手間が掛

かるから

入園希望者の増加にはつ

ながらないから

自己評価や自治体の指

導・監査で十分に対応可能

であるから

信頼性の伴わない第三者

評価機関があるから

その他

無回答

（回答者：170）

（48/170）

（69/170）

（29/170）

（4/170）

（12/170）

（8/170）

（※複数回答可）
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問９　保護者の保育所選択について
貴社においては，保護者はどのような条件を重視して保育所を選択していると考えています

か。特に重視していると考えられるものを以下の中から５つ選んでください（５つに満たない場合
は，５つ全てを選択する必要はありません。）。

35.2 

69.8 

29.6 

58.6 

30.9 

60.5 

64.2 

28.4 

17.3 

60.5 

10.5 

10.5 

11.1 

4.3 

10.5 

0.6 

3.1 

2.5 

2.5 

0  20  40  60  80 

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，これ

らが充実している

園や保育士の雰囲気が良い，コミュニケーションが

取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受入体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認可した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

無回答

（％）

（回答者：162）

※無効回答：8

（※５つまで回答可）

54



問10　株式会社等立保育所の特長・特色について
貴社が設置する保育所について，株式会社等立の保育所ならではの（社会福祉法人等によ

る設置では実現が難しい）特長・特色はどのようなものがあるとお考えでしょうか。該当する記
号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付けてくだ
さい。

28.8 

81.2 

25.3 

41.2 

38.2 

20.0 

9.4 

2.4 

0  20  40  60  80 

資金調達力をいかして機動的に保育所を新設するこ

とができる

保護者が求める保育ニーズを的確に把握し，柔軟に

対応することができる

複数の自治体で経営していることで，ネットワークを

いかした保育を提供することができる

コスト意識が高く，物品調達費等のコストダウンを図

ることができる

法人税等を納税しているという点で社会貢献をしてい

る

保育所次第であり，株式会社等固有の特長・特色は

特にない

その他

無回答

（％）

（回答者：170）

（※複数回答可）
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【全体】

【うち認可保育所設置者】

問11　株式会社等への批判について

また，配当を行った場合に民間施設給与等改善費が受けられないようになっています。この
ような批判・制度の在り方についてどのようにお考えですか。該当する記号に○を付けてく
ださい。また，その理由についても御回答ください。

（１）  一部には，保育所を設置する株式会社等が配当を行うことに対する批判があります。

適当である

14
8.2%

どちらかというと

適当である
28

16.5%

どちらかというと

適当ではない
43

25.3%

適当ではない

54
31.8%

その他

21
12.4%

無回答

10
5.9%

（回答者：170）

適当である

7
12.7%

どちらかというと

適当である
6

10.9%

どちらかというと

適当ではない
11

20.0%

適当ではない

25
45.5%

その他

5
9.1%

無回答

1
1.8%

（回答者：55）
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【適当である】（回答数：５）
・
・

【どちらかというと適当である】（回答数：10）
・
・

【どちらかというと適当ではない】（回答数：26）
・
・

・

【適当ではない】（回答数：36）
・

・
・

・

・
・

・

【その他】（回答数：15）
・
・

【無回答】（回答数：２）

働く者・利用する者に運営費は使われるべきで，配当は適当でない
配当に回すお金があるなら，民改費は必要ない

配当金の原資が税金であるため批判に繋がっている。規制も必要
保育所が公金で運営されていること等を考えれば，配当にお金を回すのは適当でない

適正な運営を行った上で配当できるならばよい。利益追求に傾かないよう，監査等でコントロールした
上で配当が行えるのならば，参入事業者も増え，競争原理によって全体の質は向上する

株主から調達した資金の調達コストが「配当」であり，銀行等から調達した資金の調達コストが「支払
利息」という観点から考えて，調達先の違いで取扱いを変える制度は不適切

◎　理由の具体例（具体例を記載した回答者：94）

コストの削減に努力し，保育に必要な部分を守った上で利益が出るなら配当してもよい

配当は他部門の業績によるものであることが多いため，批判は的を射ていない

株式会社の参入を認めているにもかかわらず，配当に制限を設けることは，大きな参入障壁となる
各企業とも保育の質を確保しながら，適正な範囲での利益を確保できるよう自助努力をしている。市
場原理の働く環境の下，良質なサービスを提供する事業者が消費者から選ばれる仕組み作りが必要

民改費は運営費で足りない保育士の処遇改善費であるが，現実的には多くの余剰金を社会福祉法人
も出している。配当することにより民改費を支出しない理由は特にない

株式会社を設置主体とした以上，実質的な配当制限が存在することは矛盾を感じる
株式会社は配当実施のために，利益ばかり考えて，保育をおろそかにするという意見があるが，その
ようなことを行ったら，評判が下がり，園児数が減少し，収支が厳しくなると推測される

自社負担部分が多い株式会社にとって，経営努力により生じた利益を，そもそもの出資元である株主
への配当という形で還元することが全て悪いとは考えられない

利益を出すことは悪いことという認識から改める必要がある

株式会社等が，公的な給付を受けて保育所を運営する際の会計基準方法の見直しを行い，配当に
関しても制約か基準を考えた方がよい

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋し，記載している。
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【全体】

【うち認可保育所設置者】

ない旨の批判があります。このような批判についてどのようにお考えですか。該当する記号
に○を付けてください。また，その理由についても御回答ください。

（２）  一部には，株式会社等は倒産することがあるため，安定的に保育を提供することができ

適当である

8
4.7%

どちらかというと

適当である
32

18.8%

どちらかというと

適当ではない
32

18.8%

適当ではない

80
47.1%

その他

10
5.9%

無回答

8
4.7%

（回答者：170）

適当である

0
0.0%

どちらかというと

適当である
6

10.9%

どちらかというと

適当ではない
9

16.4%

適当ではない

33
60.0%

その他

4
7.3%

無回答

3
5.5%

（回答者：55）
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【適当である】（回答数：６）
・

【どちらかというと適当である】（回答数：22）
・
・
・

【どちらかというと適当ではない】（回答数：22）
・

・

・

【適当ではない】（回答数：64）
・
・
・
・
・
・
・

・

【その他】（回答数：９）
・

【無回答】（回答数：２）

認可申請時及び監査等で健全性の確認を行うとともに，適正な運営を行っていれば倒産しないような
助成金の改善を行えば，株式会社特有のリスクは減るのではないか

法人形態の問題ではなく，設置審査の問題。大きな問題のある社会福祉法人を無理に存続させる方
が，むしろ批判されるべき

倒産の可能性があるために，安定的な保育の提供を断念せざるを得ない場合がある
企業であるため収入の増減はある
国の政策にも大きく左右される。業態を問わない国の政策が必要

他の事業の失敗をかぶらなくてはいけなくなるような事業をする会社は参入すべきではない

少子化により撤退することは，将来的には株式会社以外でも起こり得る。批判よりも園児の受け皿
を最優先した撤退スケジュール等を決めていくことが必要

需要と供給のバランスで事業は成り立つ。限られた財源を有効に活用することが大切

法人会計による決算の義務付けや，行政の監査もある以上，倒産する前に行政が指摘できるはず

現実的に保育所を運営する株式会社の倒産が，社会福祉法人の解散に比して有意に起こりやすいと
いう根拠も全くない

保育業のみに真面目に取り組んでいれば，安定した経営が十分可能
倒産するしないの問題ではなく，経営体質と法人の責任において安定的な保育が提供し得るかだ
経営能力の問題であり全ての株式会社に該当するものでは全くない
一部企業の事案であって，株式会社だからこそ競争による質の高い保育が提供できる
自由に事業への参入・退出ができるようになれば，全体として安定する
過去にも多くの社会福祉法人，学校法人が急に閉鎖したことがある

◎　理由の具体例（理由を記載した回答者：125）

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋し，記載している。
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【全体】

【うち認可保育所設置者】

す。このような批判についてどのようにお考えですか。該当する記号に○を付けてください。
また，その理由についても御回答ください。

（３）  一部には，株式会社等は利益を優先し，保育の質を切り下げている旨の批判がありま

適当である

4
2.4%

どちらかというと

適当である
10
5.9%

どちらかというと

適当ではない
32

18.8%
適当ではない

105
61.8%

その他

13
7.6%

無回答

6
3.5%

（回答者：170）

適当である

0
0.0%

どちらかというと

適当である
2

3.6%

どちらかというと

適当ではない
10

18.2%

適当ではない

36
65.5%

その他

5
9.1%

無回答

2
3.6%

（回答者：55）
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【適当である】（回答数：１）
・

【どちらかというと適当である】（回答数：６）
・
・
・

【どちらかというと適当ではない】（回答数：26）
・
・
・
・
・
・

【適当ではない】（回答数：82）
・
・
・

・

・

・

【その他】（回答数：13）
・

一般的には保育事業収支は厳しいと認めており，利益源としての事業と考えていない

利益を追求するからこそ評価形成のため，保育の質（付加価値）を提供するよう企業努力する
保育の質は，職員の意識やレベルが最も大きな影響を及ぼす。法人格の違いだけではない

日本中同じ基準で認可を行うため自由度が少ないので，質は切り下げられない
監査や第三者評価で一部事業者に対して指導を行うことで改善するのではないか

利益を上げるためには顧客を集めねばならず，保育の質が向上する。競争がないところではサービス
が低下する

保育の本質である質の切下げは，企業の目的に合致しない。質の切下げは認可や顧客を失うことに
もなる

質の担保は，事業形態の如何ではなく，良い事業者か悪い事業者かである。悪質な事業者を排除す
るため，形式基準や行政監査により，質を担保するべき

全ての基準を遵守し，社内でもより厳格な基準を設け，保育の質を下げるどころか上げている

一部の利益のみを優先した悪質な業者のために，真面目に保育を追及しているにもかかわらず，「株
式会社」というくくりの中で，同じにみられてしまうのが不本意

◎　理由の具体例（理由を記載した回答者：128）

利益を優先すると継続出来なくなる

株式会社の目的は利益の追求なので，否定できない
社会福祉法人に比べて，保育士の給料があまり良くないという話を聞く

一部の株式会社立の保育所の中には，所長ですら契約社員であるなどの保育所もある。ただ，社会
福祉法人の中でも，重大事故を繰り返すなど考えられないような事例もある

市場のニーズに応えることで，保育の質は担保できる
利益重視になりがちなことは否定出来ないが，健全な競争意識が保育の質を高める可能性もある
最低基準があり，遵守しなければならないので，質の切下げは不可能である

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋し，記載している。
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◎　代表的な回答（回答者：156）

・ 経済状況の悪化により母親が働かざるを得ない，共働き世帯の増加
・ 保育所不足，定員枠が少ない
・ 女性の社会進出，女性の就労の一般化
・

・ 核家族化の進展
・ 保育所以外の保育施設が少ない，充実していない
・ 保育士の確保が困難
・ 利用者の希望する条件が整っている保育施設に集中している
・ 都市部への人口集中
・ 子育てへの不安，育児力の低下
・ 保育所の認可基準が厳しい
・ 保育所に係る最低基準が厳しい，全国一律になっている
・ 保育の必要性が低い，必要性がないのに入所している
・ 認可外保育施設は保育所に比して利用者負担が高いため，敬遠される
・ 地域コミュニティーの崩壊，地域交流の希薄化
・ ひとり親の増加
・ 自分で保育をしたくないため保育所を利用する親の増加
・

・ 育児に対する企業等の体制の未整備，育児休暇が取得しにくい
・ 生活スタイルの変化，価値観の多様化

５

10

１

21

３

行政の保育政策への取組が不十分，需要を把握できていない，予算
配分が少ない

21

25

定員を増やすと保育単価が下がるので定員を増やしたくない，将来子
供が減ったときのリスクがあるので定員増に躊躇する

３

問12　待機児童問題について
現在，待機児童の問題が社会的に大きく取り上げられていますが，待機児童が発生する要

因についてどのようにお考えでしょうか。御記載ください。

８

４

12
12

６

10

36

７

５

４

７

２

（注）要因として挙げられた主な項目を抜粋してまとめており，複数の要因を挙げた回答者がいる。

62



【回答者の属性】

51

157

自治体の別 自治体数

うち株式会社が設置する保育所がある自治体

うちその他主体が設置する保育所がある自治体

399

390

87

74

20

19

323

315

うちその他主体が運営する保育所がある自治体

うち公立公営の保育所がある自治体

うち公立民営の保育所がある自治体

公立の保育所がある自治体

52

463

600

うち社会福祉法人が設置する保育所がある自治体

87.0

80.8

66.3

71.7

うち社会福祉法人が運営する保育所がある自治体

うち株式会社が運営する保育所がある自治体

　「特定市」は，平成25年４月１日時点で保育計画を策定する市区町村のうち，政令指定
都市及び中核市並びに特別区を除いたものである。

私立の保育所がある自治体

※

　なお，「特定市」は待機児童が50人以上いる等の市区町村であり，都市部に多く，全体で
は同日時点で101市区町村ある。

３．保育分野の実態調査　【自治体】

送付数（通） 有効回答数（通） 回収率（％）

政令指定都市

中核市

20

41

20

42

307

430

100.0

97.6

特別区

特定市

その他市町村

合計

20

42

23
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【公立公営】

◎保育所数

◎合計定員数

問１　貴自治体の保育所について

設数及び合計定員数を御回答ください。公立民営の保育所については，運営主体の内訳も
御回答ください。

（１）  平成25年４月１日現在の貴自治体の保育所について，設置・運営主体別の法人数，施

40

270

66

25
8 9 5 2 1 3 0 0 1

0

50

100

150

200

250

300

（自治体数） （回答者：430）

ｎ＝保育所数

40

166

81

45

16 22 18
6 4 7 3 3 3 2 4 0 2 2 1 0 0 2 1 0 0 0 0 0 1 1

0
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n
＝
0

0
＜
n
≦
4
0
0

4
0
0 ＜

n
≦
8
0
0

8
0
0 ＜

n
≦
1
2
0
0

1
2
0
0 ＜

n
≦
1
6
0
0

1
6
0
0 ＜

n
≦
2
0
0
0

2
0
0
0 ＜

n
≦
2
4
0
0

2
4
0
0 ＜

n
≦
2
8
0
0

2
8
0
0 ＜

n
≦
3
2
0
0

3
2
0
0 ＜

n
≦
3
6
0
0

3
6
0
0 ＜

n
≦
4
0
0
0

4
0
0
0 ＜

n
≦
4
4
0
0

4
4
0
0 ＜

n
≦
4
8
0
0

4
8
0
0 ＜

n
≦
5
2
0
0

5
2
0
0 ＜

n
≦
5
6
0
0

5
6
0
0 ＜

n
≦
6
0
0
0

6
0
0
0＜

n
≦
6
4
0
0

6
4
0
0 ＜

n
≦
6
8
0
0

6
8
0
0 ＜

n
≦
7
2
0
0

7
2
0
0 ＜

n
≦
7
6
0
0

7
6
0
0 ＜

n
≦
8
0
0
0

8
0
0
0 ＜

n
≦
8
4
0
0

8
4
0
0 ＜

n
≦
8
8
0
0

8
8
0
0 ＜

n
≦
9
2
0
0

9
2
0
0 ＜

n
≦
9
6
0
0

9
6
0
0 ＜

n
≦
1
0
0
0
0

1
0
0
0
0 ＜

n
≦
1
0
4
0
0

1
0
4
0
0 ＜

n
≦
1
0
8
0
0

1
0
8
0
0 ＜

n
≦
1
1
2
0
0

1
1
2
0
0＜

n
≦
1
1
6
0
0

（自治体数） （回答者：430）

ｎ＝合計定員数

（注）項目によって無回答の自治体があったため，合計が一致しない場合がある。
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【公立民営】

◎運営法人数

◎保育所数

343

54

16 6 2 4 3 1 0 0 0 1
0

50

100

150

200

250

300

350

400

（自治体数） （回答者：430）

ｎ＝運営法人数

343

64

12 7 3 0 0 0 0 0 0 0 1
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200
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300
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400

（自治体数） （回答者：430）

ｎ＝運営法人数
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◎合計定員数

【私立のうち社会福祉法人】

◎法人数

343

63

12 7 3 1 0 0 0 0 0 0 1
0

50

100
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200
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300

350

400

（自治体数）
（回答者：430）

ｎ＝合計定員数

115
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24
15 12
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0
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（自治体数） （回答者：429）

ｎ＝法人数
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◎保育所数

◎合計定員数

115

228

41

19
10 6 2 2 0 2 2 0 0 1 1

0

50

100

150

200

250
（自治体数） （回答者：429）

ｎ＝保育所数

115
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55
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8
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n
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9
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2
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2
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n
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≦
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2
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n
≦
2
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2
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n
≦
2
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2
6
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n
≦
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2
7
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n
≦
2
8
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2
8
0
0
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n
≦
2
9
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0

2
9
0
0
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n
≦
3
0
0
0
0

（自治体数） （回答者：429）

ｎ＝合計定員数
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【私立のうち株式会社】

◎法人数

◎保育所数

379

35
10 4 0 0 1

0
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400

n＝0 0＜n≦3 3＜n≦6 6＜n≦9 9＜n≦12 12＜n≦15 15＜n≦18

（自治体数） （回答者：429）

ｎ＝法人数
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（自治体数） （回答者：430）

ｎ＝保育所数
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◎合計定員数

【私立のうちその他主体】

◎法人数

379

34
11 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

0

50

100
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200
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300

350

400
（自治体数） （回答者：429）

ｎ＝合計定員数
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12 7 4 2 2 0 1 0 0 0 0 1
0
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（自治体数） （回答者：425）

ｎ＝法人数
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◎保育所数

◎合計定員数

272

128

13 6 4 3 1 0 0 0 0 1 1
0

50

100
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200
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300
（自治体数） （回答者：429）

ｎ＝保育所数
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（自治体数） （回答者：427）

ｎ＝合計定員数
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定員割れ保育所がある

定員割れがあり，定員弾力化もしている

定員割れがあり，待機児童もいる

平成25年度

353

247

124

122

72

自治体数

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

351

242

121

114

67

118

112 112

339

236 236

所定員数，保育所の利用児童数，定員割れ保育所数，定員割れ児童数，待機児童数，定
員の弾力運用を行っている保育所数及び定員の弾力運用により入所している児童数につ
いて，御回答ください。

（２）  平成21年度から平成25年度までの間で，貴自治体における各年度４月１日時点の保育

不利益が生じないよう，そのような事態を想定して，児童の受入先の確保などの対応策をあ
らかじめ策定していますか。該当する記号に○を付けてください。また，策定している場合，
その内容について御回答ください。

（３）  貴自治体では，私立保育所が倒産・解散した場合に，当該保育所を利用している児童に

定員割れがあり，定員弾力化もしており，待
機児童もいる

定員割れ児童数が待機児童数を上回って
いる

69

352

246

123

118

7758

340

120

策定している
7

1.6%
策定していない

が，策定を検討し

ている
11
2.6%

策定していない
303
70.5%

私立保育所はない
103
24.0%

無回答
6

1.4%

（回答者：430）
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◎　対応策の具体例（具体例を記載した回答者：７）

・
・
・
・

・

・

・

（注）公立民営については，内訳の記載がないものがあったため，合計と内訳とが一致していない。

31

社会福祉法人が設置

株式会社が設置

その他主体が設置

259

3

8

3

5

1439

13

23

45

うち社会福祉法人運営

うち株式会社運営

うちその他主体運営

公立民営

公立公営

該当あり自治体数
該当あり自治体にお
ける保育所数の合計

9

0

53

7

5

0

1

755

19

15

－

11

231

累計件数の合計

子供に不利益が及ばないよう，園児が退園又は卒園するまでは運営を継続することを原則として
明確化し，休廃止が必要な場合には，市との事前協議や予告期間を設けるとともに，子供の保育
環境を維持するため，事業引継や保護者への説明を義務付ける旨の認可要綱改正を行った
市内の全ての認可保育所や認定こども園と「認可保育所等相互援助協定」を締結している。本協
定は，私立保育所が倒産・解散した場合のほか，自然災害や火災の発生，経営難等様々な危機
事象が原因で，ある特定の保育所が一時的あるいは継続的に保育の実施が困難となった場合
に，近隣の保育所同士が助け合うことで保育を継続するもの。援助の内容は，保育士等職員の派
遣や，物品の貸与や提供，児童の受入れ等とし，期間は１か月程度を想定。また，株式会社立の
認可保育所については，３年ごとに経営・会計関係の調査を実施予定

新設保育所等については，協定書を締結し，倒産・解散する場合，受入れ法人の確保及び業務の
引継を義務付けている。既存保育園については締結には至っていない
廃止となる保育所に入所中の児童について，廃止日の翌日に転園を希望する場合には，評点の
対象とせず最優先での転園とする

傷や疾病を伴う重篤な事故等）が発生したことはありますか。設置・運営主体の別に，平成
21年度から平成25年度（平成25年度については平成25年10月末）までの累計件数を御回
答ください。公立民営の保育所については，運営主体の内訳も御回答ください。

（４）  貴自治体の保育所において重大事故（死亡事故や治療に要する期間が30日以上の負

近隣の保育所への空きを確認し，できるだけ入所できるように町外対応もしている
他の認可保育所への弾力的受入れ
明文化はしていないが，通常の入所選考とは別に優先して受入れを行うこととしている

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋し，記載している。
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0 －

0 －

1 18

45

9

0

1

0

0

4

0

0

改善命令

業務停止命令

0 －

0 －

8 565

6 673

0 －

1 11

業務停止命令

180

8 19

49

9

27 1367

9 596

6 229

5 226

該当あり
自治体数

該当あり自治体
における保育所
数の合計

51

15

12

うち倒産や解散，経営難に
より運営をやめた保育所

株式会社が設置

その他主体が設置

設置主体が運営をやめた保育
所数

うち倒産や解散，経営難に
より運営をやめた保育所

設置主体が運営をやめた保育
所数

うち倒産や解散，経営難に
より運営をやめた保育所

22

設置主体が運営をやめた保育
所数

累計件数の
合計

社会福祉法人が設置

10

かの事由により保育所の運営をやめたこと（設置主体の変更も含む。）はありますか。また，
そのうち，倒産や解散，経営難により保育所の運営をやめたものはありますか。それぞれの
累計件数を御回答ください。
  ※（５）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（５）  平成12年４月１日から平成25年３月31日までの間で，貴自治体の私立保育所が，何ら

告若しくは改善命令（同法第46条第３項）又は事業停止命令（同条第４項）が行われた事例
はありますか。それぞれの件数について，設置主体の別に平成21年度から平成25年度まで
の累計件数を御回答ください。また，その改善勧告等の概要等についても御回答ください。
  ※（６）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（６）  貴自治体の私立保育所に対して，児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づく改善勧

社会福祉法人が設置

株式会社が設置

その他主体が設置

改善勧告

改善命令

業務停止命令

改善勧告

改善命令

累計件数の
合計

該当あり
自治体数

該当あり自治体
における保育所
数の合計

改善勧告
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◎　対象となった設置主体や改善勧告等の具体例（具体例を記載した回答者：12）

〔社会福祉法人を対象〕
・
・

・
・

・
・
・

・

・

・

・
・

〔株式会社を対象〕
・
・

〔対象主体の明示なし〕
・

・
・
・
・

非常勤職員就業規則や時間外勤務台帳が整備されず根拠のない給料の支払がある
保育所の運営が保護者や職員の信頼・協力が得られない状況で行われ，保育所の運営が混乱し
ており今後児童の処遇にも大きな影響を与えるおそれがある

現預金の管理が不適切，避難・消火訓練の実施記録が不適切，当期末支払資金残高が運営費
の収入の30％を超えている
職員が保育の現場を放棄し，保育士数が児童福祉施設最低基準を満たさない状況になったこと
から，施設の運営状況等の改善に取り組むとともに，職員の処分等，所要の措置を講じた

不適正な会計処理の対応及び改善，職員の処分，役員の責任の明確化，再発防止策の徹底，保
育所施設運営の適正化 

調理・調乳担当者の健康チェックや，調理・調乳担当者の検便が未実施
提出書類に不適切な事由が認められ，顛末書，始末書，改善報告書等の提出を求めた

保存食及び原材料，旅費支払事務，経理事務の状況，理事長の重任登記の遅延，諸手当の支給
状況，保育士等の自己評価・保育所の自己評価の取組

不正な支払処理の結果，過受給となっている補助金を速やかに返還すること

不適切な職員処遇等
不正を行った施設長始め関係者の責任を明確にし，相応の措置を採ること
経理事務の適正化を図るため，内部牽制体制を整備・強化し，再発防止策を徹底して講じること

保育士が適正に配置されていない
調理・調乳担当者の検便が未実施

著しく適正を欠く運営が行われており，改善事項を指摘したが，適正な改善措置が講じられなかっ
た

多数の保育士の退職が確認され，本市が入所決定した児童数に対する保育士の配置がされてお
らず，保育士配置基準及び保育所運営費の交付を受けるための基準を満たすことができないおそ
れがあることから，施設の設備及び運営基準の遵守及び向上に努めるよう県から指導があった

施設の安全管理の維持・改善，保護者会との連携，苦情相談・解決体制の確立，職員体制の構
給与その他について支払を証する記録や証票類の添付がなかったり訂正したりしているため使途
不明となっている金額がある

不適正な補助金申請に係る責任所在の明確化，関係職員の処分，再発防止

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋・分類し，記載して

いる。
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問２　私立保育所の設置主体の選定方法について

号に○を付けてください。
（１）  新規に私立保育所を設置する事業者を貴自治体が選定する方法について，該当する記

用していくお考えですか。該当する記号に○を付けてください。該当するものが複数ある場
合は，該当する記号全てに○を付けてください。

（２）  貴自治体において，今後保育所を設置する場合，保育所の設置主体としてどの主体を活

公募を行うこととし

ている
90

20.7%

公募を行わず，個

別に事業者と交渉

することとしている
21
4.8%

決まった選定方法

はなく，その都度検

討することとしてい

る
165
37.9%

私立保育所の設置

を想定していない
126
29.0%

その他

26
6.0%

無回答

7
1.6%

（回答者：430）

※重複回答：5

10.5 

46.5 

20.9 

22.8 

45.8 

2.1 

0.0  20.0  40.0 

自治体（公立）

社会福祉法人

株式会社

その他

当面保育所を設置する予定はない

無回答

（％）

（回答者：430）

（※複数回答可）
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雇児発0515第12号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」を踏まえ，株式会社の参
入に係る方針・基準等の見直しを行いましたか。また，それにより，株式会社の参入は進み
ましたか。該当する記号に○を付けてください。
  ※（１）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（１）  貴自治体では，「新制度を見据えた保育所の設置認可等について（平成25年５月15日
問３　株式会社立の保育所について

通知以前から株式会

社の参入を認めてい

たため，特段の対応

は行っていない

73
22.5%

通知を踏まえ，方針・

基準等の見直しを

行った結果，株式会

社の参入があった

1
0.3%

通知を踏まえ，方針・

基準等の見直しを

行ったが，まだ株式会

社は参入していない

10
3.1%

通知を踏まえ，今後

要件を見直す予定・

見直すことを検討中
41

12.7%

新制度が施行される

まで要件の見直しは

行わない
144
44.4%

その他
39

12.0%

無回答
16
4.9%

（回答者：323）

※重複回答:1
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ようなものですか。該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，
該当するもの全てに○を付けてください。
  ※（２）は私立保育所はあるが，株式会社設置の保育所はない自治体（272）に対する質問

（２）  これまで貴自治体の保育所の設置主体として株式会社を選択してこなかった理由はどの

20.6 

16.5 

7.4 

6.6 

6.3 

25.7 

34.6 

46.7 

12.9 

36.8 

0.0  20.0  40.0 

倒産する懸念がある

提供する保育の質に懸念がある

運営費を本部会計へ不適切に繰り入れるおそれが

ある

運営費を原資とした不適切な配当を行うおそれがあ

る

市民や保護者からの反発の声が多い

意図的に排除はしていないが，結果として現在まで

株式会社を選択するに至っていない

株式会社からの応募がなかった

株式会社の参入が可能になってから現在まで保育

所の新規開設がない

その他

無回答

（％）

（回答者：272）

（※複数回答可）
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問４　私立保育所に対して行う補助について

源で行う地方単独事業に限る。）を行っていますか。該当する記号に○を付けてください。
なお，私立保育所のみを対象とした補助金だけでなく，私立保育所が交付対象に含まれ

る補助金の全てについて御回答ください。
  ※（１）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（１）  貴自治体は，平成25年度において，私立保育所に対して補助金の交付（貴自治体の財

（２）  （１）の補助金のうち，補助対象を社会福祉法人に限定するなど特定の法人に限定して
いたり，社会福祉法人とそれ以外の法人とで金額や交付条件等に差を設けていたりするも
のはありますか。該当する記号に○を付けてください。

なお，私立保育所のみを対象とした補助金だけでなく，私立保育所が交付対象に含まれ
る補助金の全てについて御回答ください。
  ※（２）は（１）で「行っている」を選択した自治体（276）に対する質問

行っている

276
85.4%

行っていない

41
12.7%

無回答

6
1.9%

（回答者：323）

ある

63
22.8%

ない

213
77.2%

無回答

0
0.0%

（回答者：276）
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・ 保育所整備費（新設，増改築等）への補助

・ 保育所の土地・建物の賃貸料への補助

・ 保育所の運営費に対する補助

・ 保育士の人件費に対する補助

・ 保育所の維持管理費に対する補助

・ 障害児の受入れに対して必要な費用

・ 病後児の受入れに対して必要な費用
・ 金融機関からの借入れへの利子補給
・ 福祉医療機構からの借入れへの利子補給
・ 保育所の地域活動事業への補助
・ 週休二日制を実施するために必要な職員の雇用に必要な経費への補助
・ 本部会計への補助

21 20 3 4 2 2 4 2 1 2 1 62
具体的な補助金を挙げた

自治体数

1件 2件 3件 4件 5件

合
計

挙げられた補助金の数（総数：181）

◎　補助金の具体例（具体例を記載した自治体：61）

6件 7件 8件 9件 10件

無回
答

なお，10以上の事業を行っている場合には，予算額の多い上位10事業を御回答くださ
い。
  ※（３）は（２）で「ある」を選択した自治体（63）に対する質問

（３）  （２）の補助金について，その事業名・補助対象・事業概要を御回答ください。

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋し，記載している。
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選択肢ごとの補助金の内容に，特徴的な差はみられなかった。

各選択肢を理由とし
た(3)の補助金数

各選択肢を選択した
自治体数（延べ）

社会福祉法人以外の設置主体は，経営の安定性・継
続性に懸念があるから

4 2

社会福祉法人以外の設置主体から参入に係る相談等
がない・僅少であるので，対象とする必要がないから

46 17

営利目的の設置主体を対象とするのは，保護者の理
解が得られないから

3 2

社会福祉法人であれば，事業を廃止した場合でも，財
産が個人に帰属しない等，事業の継続性が担保できる
一方，他の設置主体ではそれが期待できないから

17 6

57

※

※ 「その他」は，国庫補助金の上乗せ単独補助であるため，国の制度に準じているという
回答などがあった。

社会福祉法人以外の設置主体の資産形成に該当する
から

14 9

営利目的の設置主体は，提供する保育の質に懸念が
あるから

6 1

営利目的の設置主体は，補助金を本部会計へ不適切
に繰り入れるおそれがあるから

3 2

や交付条件等に差を設けていたりする場合，その理由について，下記の選択肢に該当する
ものがあれば，（３）の番号を記載してください。
　※（４）は，（２）で「ある」を選択した自治体（63）に対する質問

（４）  補助対象を特定の法人に限定していたり，社会福祉法人とそれ以外の法人とで金額

その他 36 18

合計 129

回答した正味の

自治体数は50。
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問わず，審査基準に適合している者について保育所の設置の認可をするものとされたり，
施設整備に係る費用が公定価格（委託費）に盛り込まれ，設置主体を問わず交付するもの
とされたりするなど，社会福祉法人と株式会社等との間の取扱いの差がなくなってきていま
す。このような中で，（３）の事業における交付対象や交付条件を変更する予定はあります
か。該当する記号に○を付けてください。
  ※（５）は，（２）で「ある」を選択した自治体（63）に対する質問

（５）  平成27年４月から実施される予定の子ども・子育て支援新制度においては，設置主体を

変更することを予

定している
1

1.6%
変更する方向で検

討中
5

7.9%

特に決まっていな

い・今後検討
47

74.6%

変更する予定はな

い
6

9.5%

その他
2

3.2%

無回答, 2, 3.2%（回答者：63）
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265対策を記載した自治体の数

154保育所（分園を含む。）の新設や，定員増を伴う増改築

定員の弾力運用，定員の増加 103

保育士の確保 40

問５　貴自治体における待機児童について

なものがありますか。御回答ください。
（１）  貴自治体において待機児童を減らす又は発生させないために行っている対策はどのよう

認証保育所，家庭的保育事業など保育所以外の保育サービスの活用 91

幼稚園の認定こども園化，幼稚園における預かり保育の実施 30

入所要件審査の厳格化，入所施設のあっせん・マッチング，相談対応の充実 33

その他 17

ますか。該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するも
の全てに○を付けてください。

（２）  貴自治体が，正確な保育需要を把握するために障害となる事柄にはどういうものがあり

40.7 

62.3 

40.7 

30.0 

13.7 

6.7 

8.1 

3.0 

0  20  40  60 

他の市区町村からの流入

子育て世代の働き方の変化

景気動向等の世相の変化

核家族化の進展

特に障害となる事柄はない

分からない

その他

無回答

（％）

（回答者：430）

（※複数回答可）

（注）具体例については，回答者から寄せられた回答を，文意を変えない範囲で抜粋・分類し，記載して

いる。また，各項目の自治体数は，延べ数である。
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問６　貴自治体が行う監査について

社会福祉法人 株式会社

①文書 ②口頭 ①文書 ②口頭

○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付けてくだ
さい。

（１）  貴自治体では，私立保育所に対してどのような監査を行っていますか。該当する記号に

年10月末）までの間で，以下の項目のうち，①文書で改善を指摘した又は文書で改善状況
の報告を求めたもの，②文書では指摘していないが口頭で改善を指摘したものはあります
か。社会福祉法人立と株式会社立の保育所について，それぞれ，該当するものにチェックを
付けてください。
  ※（２）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（２）  貴自治体の監査において，平成22年度から平成25年度（平成25年度については平成25

0

28 20 4 1

3 3 0 0

3

47 36 6 4

2630 1863 164 81

園長，副園長又は事務長の給与が過大

内部留保が過大

施設・設備・備品が驕奢，奢侈

保育所運営費を保育の質の向上に資さない使
途に充てている（上記以外）

上記のいずれか該当がある自治体数

該当がある自治体における保育所数の合計

30 22 2

13 11 1

38.7 

47.4 

7.1 

33.7 

2.2 

0 20 40

児童福祉法に基づく監査

社会福祉法に基づく監査

地方自治法に基づく監査

行っていない

無回答

（％）

（回答者：323）

（※複数回答可）
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問７　貴自治体が行う情報提供について
貴自治体のウェブサイトにおいて提供している情報にはどのようなものがありますか。公立保

育所と私立保育所について，それぞれ，該当するものにチェックを付けてください。

92.7 

59.9 

20.8 

12.8 

0.5 

79.9 

78.9 

70.4 

27.6 

32.8 

16.3 

39.8 

7.8 

5.3 

1.5 

4.5 

68.9 

22.8 

5.8 

4.0 

94.4 

63.2 

40.2 

12.7 

0.6 

82.7 

82.7 

76.8 

24.8 

27.9 

15.8 

37.5 

7.1 

5.9 

9.0 

7.4 

75.2 

26.9 

5.6 

3.1 

0  20  40  60  80  100 

保育所名，住所，電話番号

保育所の経営形態・主体

保育所ウェブサイトのアドレス

保育所の保育士数

保育士の経験年数

保育所の定員

保育所の開所時間

延長・一時・休日・病児・病後児保育

の内容

施設・設備の概要

主な年間行事

保育料以外の保護者負担

保育方針・保育内容・保育の特色

苦情等を受け付ける制度

第三者評価の結果

施設・法人の財務諸表

監査の結果

新規入所受付の時期

待機児童の状況・保育所の空き状

況

その他

無回答

（％）

公立保育所 私立保育所

（公立保育所 回答者：399）

（私立保育所 回答者：323）
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【社会福祉法人】

問８　私立保育所が受審する第三者評価について

な立場から評価する第三者評価制度があります。平成22年度から平成25年度までの各年
度末（平成25年度については平成25年10月末）時点の，貴自治体における保育所の数及
び第三者評価を受審した保育所の数を，設置主体別に御回答ください。
  ※（１）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（１）  保育の質を，事業者及び保護者以外の公正・中立な第三者機関が，専門的かつ客観的

（注）グラフは，自治体の受審率（各年度の第三者評価を受審した保育所数／当該自治体

の年度末時点の保育所数）の分布状況

159

22
13

5
10

6
2 1 3 0 3

155

30

13
6

11
7

2 1 0 1
6

160

27

9 6 7 7 4 5
1 1

7

162

30

10
4 1 0 3 2 0 1 4

0

40

80

120

160

200
（自治体数）

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

回答者 平成22年度：224

回答者 平成23年度：232

回答者 平成24年度：234

回答者 平成25年度：217

ｎ＝受審率（％）
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【株式会社】

【その他主体】

17

0

2
1 1

4

0 0 0 0

2

15

1
2

1
2

5

0 0
1

0

3

20

0

3

0

5

1
0

1
2

0

2

20

1 1 1 1 1
0 0 0 0

2

0

5

10

15

20

25
（自治体数）

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

回答者 平成22年度：27

回答者 平成23年度：30

回答者 平成24年度：34

回答者 平成25年度：27

ｎ＝受審率（％）

77

1 0 2 1
4

0 0 1 0
4

82

1 2 4 2 2 0 0 0 0
4

85

1 1 2 2 2 0 0 1 0

6

87

0 1 1 1 1 0 0 0 0 2

0

20

40

60

80

100

（自治体数）

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

回答者 平成22年度： 90

回答者 平成23年度： 97

回答者 平成24年度：100

回答者 平成25年度： 93

ｎ＝受審率（％）
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ますか。該当する記号に○を付けてください。
  ※（２）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（２）  貴自治体では，第三者評価を受審する私立保育所に対して受審費用の補助を行ってい

金や運営費の交付条件として第三者評価を受審することを求めたりしていますか。該当す
る記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付
けてください（この設問でいう「補助金」には，第三者評価の受審費用そのものに対する補助
金は含みません。）。
  ※（３）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（３）  貴自治体では，私立保育所に対して，第三者評価を受審することを義務付けたり，補助

当自治体において

行っている
17
5.2%

都道府県において

行っている
17
5.2%

行っていない
265
81.3%

その他
7

2.1%

無回答
20
6.1%

（回答者：323）

※重複回答：3

1.5 

0.3 

16.4 

73.4 

5.9 

4.6 

0  20  40  60  80 

第三者評価の受審を保育所の設置認可時の条件とし

ている

第三者評価の受審を補助金や運営費の交付条件とし

ている

第三者評価の受審を奨励している

特に何もしていない

その他

無回答

（％）

（回答者：323）

（※複数回答可）
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※ 「その他」35のうち，21は，「特に頻度については定めていない」旨の回答であった。

付けてください。
  ※（４）は（３）で「特に何もしていない」以外を選択した自治体（71）に対する質問

（４）  第三者評価はどの程度の頻度で受審することを求めていますか。該当する記号に○を

１年に１回

13
18.3%

２年に１回

1
1.4%

３年に１回

17
23.9%

４年に１回

2
2.8%

その他

35
49.3%

無回答

3
4.2%

（回答者：71）
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 貴自治体においては，保護者はどのような条件を重視して保育所を選択していると考えてい
ますか。特に重視していると考えられるものを以下の中から５つ選んでください（５つに満たない
場合は，５つ全てを選択する必要はありません。）。

問９　保護者の保育所選択について

16.7 

90.9 

65.1 

46.5 

31.9 

19.1 

23.5 

77.9 

10.2 

16.5 

0.0 

2.8 

17.0 

0.5 

17.7 

0.0 

6.7 

5.6 

2.3 

0  20  40  60  80  100 

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，これ

らが充実している

園や保育士の雰囲気が良い，コミュニケーションが取

りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受入体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認可した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

無回答

（％）

（回答者：430）

（※５つまで回答可）
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【保護者全員が別途料金を支払うもの】

【希望する保護者のみが別途料金を支払うもの】

問10　私立保育所が追加で提供する付加的サービスについて
（１）  貴自治体の私立保育所では，交付される運営費とは別に，保護者から料金を徴収して，

付加的なサービスの提供を行っていますか。保護者全員が別途料金を支払うもの及び希望
する保護者のみが別途料金を支払うものそれぞれについて，該当する記号を選択し，御回
答ください。
  ※（１）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

提供している保育所

がある・提供してい

た保育所がある
94

29.1%

料金を徴収すること

を要綱等で禁じてい

るため，提供してい

る保育所はない
2

0.6%

料金を徴収しないよ

う指導を行っている

ため，提供している

保育所はない
30
9.3%

他の理由で，提供し

ている保育所はない
100
31.0%

その他
27
8.4%

無回答
70

21.7%

（回答者：323）

提供している保育所

がある・提供してい

た保育所がある
196
60.7%

料金を徴収すること

を要綱等で禁じてい

るため，提供してい

る保育所はない
0

0.0%

料金を徴収しないよ

う指導を行っている

ため，提供している

保育所はない
15
4.6%

他の理由で，提供し

ている保育所はない
64

19.8%

その他
15
4.6%

無回答
33

10.2%

（回答者：323）
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ビスを提供することを認めている，又は，認めていない理由は何ですか。該当する記号に○
を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付けてくださ
い。
  ※（２）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（２）  貴自治体が，私立保育所において，保護者全員が別途料金を支払うことで付加価値サー

72.3 

0.0 

0.0 

8.0 

11.1 

10.0 

62.8 

0.0 

0.0 

8.0 

11.1 

10.0 

4.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

6.4 

0.0 

3.3 

0.0 

3.7 

1.4 

3.2 

0.0 

56.7 

26.0 

0.0 

8.6 

2.1 

0.0 

26.7 

15.0 

3.7 

2.9 

3.2 

100.0 

80.0 

23.0 

7.4 

11.4 

0.0 

0.0 

13.3 

14.0 

7.4 

2.9 

12.8 

0.0 

0.0 

21.0 

44.4 

8.6 

1.1 

0.0 

3.3 

24.0 

29.6 

58.6 

0  20  40  60  80  100 

提供している保育所がある・提供

していた保育所がある

料金を徴収することを要綱等で禁

じているため，提供している保育

所はない

料金を徴収しないよう指導を行っ

ているため，提供している保育所

はない

他の理由で，提供している保育所

はない

その他

無回答

（％）

（（１）の回答）

各保育所の創意工夫が可能とな

り，特色ある保育を提供しやすく

なるから

多様な保護者のニーズに応える

ことができるようになるから

現在の国の基準内の保育のみで

は不十分だから

公費負担を抑えつつ，より良い保

育を提供することができるから

費用を負担できる保護者とできな

い保護者が出てくることにより，

子供によって受ける保育に差が

生じるのは望ましくないから

保育所によって保育に差が生じ

るのは望ましくないから

保護者の金銭的な負担が大きく

なるから

現在の国の基準内の保育で十分

だから

その他

無回答

（回答者：323）

（94/323）

（2/323）

（30/323）

（100/323）

（27/323）

（70/323）

（※複数回答可）
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加価値サービスを提供することを認めている，又は，認めていない理由は何ですか。該当す
る記号に○を付けてください。該当する記号が複数ある場合は，該当するもの全てに○を付
けてください。
  ※（３）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（３）  貴自治体が，私立保育所において，希望する保護者のみが別途料金を支払うことで付

49.0 

0.0 

0.0 

4.7 

20.0 

9.1 

82.7 

0.0 

0.0 

4.7 

20.0 

9.1 

6.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

5.1 

0.0 

6.7 

0.0 

6.7 

0.0 

1.5 

0.0 

66.7 

34.4 

6.7 

9.1 

0.5 

0.0 

33.3 

18.8 

0.0 

6.1 

2.0 

0.0 

73.3 

21.9 

0.0 

9.1 

0.5 

0.0 

20.0 

14.1 

0.0 

9.1 

7.1 

0.0 

0.0 

17.2 

40.0 

3.0 

0.5 

0.0 

0.0 

26.6 

40.0 

69.7 

0  20  40  60  80  100 

提供している保育所がある・提供

していた保育所がある

料金を徴収することを要綱等で

禁じているため，提供している保

育所はない

料金を徴収しないよう指導を行っ

ているため，提供している保育所

はない

他の理由で，提供している保育

所はない

その他

無回答

（％）

（（１）の回答）

各保育所の創意工夫が可能とな

り，特色ある保育を提供しやすく

なるから

多様な保護者のニーズに応える

ことができるようになるから

現在の国の基準内の保育のみで

は不十分だから

公費負担を抑えつつ，より良い保

育を提供することができるから

費用を負担できる保護者とできな

い保護者が出てくることにより，

子供によって受ける保育に差が

生じるのは望ましくないから

保育所によって保育に差が生じ

るのは望ましくないから

保護者の金銭的な負担が大きく

なるから

現在の国の基準内の保育で十分

だから

その他

無回答

（回答者：323）

（196/323）

（0/323）

（15/323）

（64/323）

（15/323）

（33/323）

（※複数回答可）
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は，国が定める基準に基づく保育の一環として行われる活動に係る費用について，実費徴
収を認める方向で議論されています。

これに関して，各保育所が創意工夫を凝らし，特色ある保育を行うためには，国が定める
基準外の保育を認めるとともに，その費用について実費徴収を認めることが必要との意見
もあります。この意見に対する貴自治体の考えについて，該当する記号に○を付けてくださ
い。
  ※（４）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（４）  現在，子ども・子育て支援新制度の詳細を検討している「子ども・子育て会議」において

賛成

24
7.4%

どちらかというと賛

成
120
37.2%

どちらかというと反

対
75

23.2%

反対

17
5.3%

その他

73
22.6%

無回答

14
4.3%

（回答者：323）

93



ある場合は，該当するもの全てに○を付けてください。
  ※（５）は私立保育所がある自治体（323）に対する質問

（５）  （４）の回答の理由について，該当する記号に○を付けてください。該当する記号が複数

83.3 

69.2 

1.3 

5.9 

26.0 

0.0 

79.2 

87.5 

2.7 

0.0 

23.3 

0.0 

12.5 

5.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

37.5 

20.0 

2.7 

0.0 

4.1 

0.0 

0.0 

4.2 

77.3 

76.5 

21.9 

7.1 

0.0 

1.7 

41.3 

41.2 

5.5 

7.1 

0.0 

1.7 

54.7 

58.8 

13.7 

0.0 

0.0 

0.0 

8.0 

17.6 

0.0 

0.0 

0.0 

1.7 

6.7 

5.9 

54.8 

0.0 

4.2 

0.8 

0.0 

0.0 

13.7 

92.9 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

無回答

（％）

（（４）の回答）

各保育所の創意工夫が可能とな

り，特色ある保育を提供しやすく

なるから

多様な保護者のニーズに応えるこ

とができるようになるから

現在の国の基準内の保育のみで

は不十分だから

公費負担を抑えつつ，より良い保

育を提供することができるから

費用を負担できる保護者とできな

い保護者が出てくることにより，子

供によって受ける保育に差が生じ

るのは望ましくないから

保育所によって保育に差が生じる

のは望ましくないから

保護者の金銭的な負担が大きくな

るから

現在の国の基準内の保育で十分

だから

その他

無回答

（回答者：323）

（24/323）

（120/323）

（75/323）

（17/323）

（73/323）

（14/323）

（※複数回答可）
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（注）１　保育所利用者とは，私立保育所を利用している０歳児から６歳児の保護者である。

性別

  ２　アンケートにおいては，回答者の便宜のため，保育所を保育園と表記するなどしている。

４．保育園についてのアンケート　【保育所利用者】

どのようなものがありましたか。当てはまるものを全て選んでください。
Ｑ１ 現在，お子様が通われている保育園を選択するに当たって，他に利用を検討した施設は

男性

195
46.8%

女性

222
53.2%

（回答者：417）

63.1 

11.8 

0.5 

0.0 

3.8 

9.1 

5.8 

2.4 

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

17.7 

0 20 40 60 80

他の認可保育所（公立保育園・私立保育園）

各自治体が独自に認定・認証した保育施設

事業所内保育施設

ベビーホテル

その他認可外保育施設

幼稚園（通常の就園時間〔4時間程度〕）

幼稚園＋預かり保育

認定こども園（保育所と同程度の8時間程度の利用）

認定こども園（幼稚園と同程度の4時間程度の利用）

家庭保育福祉員（いわゆる保育ママ）

ベビーシッター

その他の保育サービス

他に利用を検討した施設はない

（％）

（回答者：417）

（※複数回答可）
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に満たない場合は，５つ全てを選択する必要はありません。）。
Ｑ２ 保育園を選択する際に，特に重視された点を以下の中から５つまで選んでください（５つ

22.3 

76.7 

18.0 

41.7 

22.8 

30.0 

23.7 

23.7 

9.8 

14.9 

3.8 

3.1 

7.2 

1.2 

9.8 

3.1 

3.8 

2.4 

0 20 40 60 80

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，

これらが充実している

園や保育士の雰囲気が良い，

コミュニケーションが取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受入体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認可した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

（％）

（回答者：417）

（※５つまで回答可）
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を全て選んでください。
Ｑ３ 現在利用している保育園について，どのような点に満足されていますか。当てはまるもの

20.6 

65.7 

16.8 

34.3 

19.7 

39.1 

27.6 

13.2 

12.2 

9.1 

5.8 

12.5 

6.5 

0.7 

3.6 

0 20 40 60 80

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，

これらが充実している

園や保育士の雰囲気が良い，

コミュニケーションが取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

低年齢児童の受入体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

その他

特にない

（％）

（回答者：417）

（※複数回答可）

97



全て選んでください。
Ｑ４ 現在利用している保育園について，どのような点に不満がありますか。当てはまるものを

20.4 

8.2 

4.3 

4.3 

9.6 

4.1 

5.3 

0.5 

2.2 

5.8 

6.0 

8.4 

1.9 

3.8 

41.7 

0  20  40  60 

保育料が手頃でない

家から遠い

職場から遠い

保育時間の都合が合わない

延長保育・休日保育・夜間保育を実施していない，

これらが充実していない

園や保育士の雰囲気が良くない，

コミュニケーションが取りにくい・要望が言いにくい

保育方針・内容が良くない，教育内容がしっかりして

いない

低年齢児童の受入体制が整っていない

周囲の評判・口コミが良くない

保育士の数が少ない

急な病気やアレルギーへの対応が良くない

施設・設備が充実していない・古い

防犯・防災体制がしっかりしていない

その他

特にない

（％）

（回答者：417）

（※複数回答可）
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説明はありましたか。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ６ 現在利用している保育園から，意見・要望・苦情等を申し立てる制度があることについて

のがありますか。当てはまるものを全て選んでください。
Ｑ５ 現在利用している保育園には，意見・要望・苦情等を申し立てる制度としてどのようなも

48.0 

52.8 

19.9 

12.7 

15.3 

7.9 

0.5 

5.0 

15.8 

0 20 40 60

保育士等が受付窓口となっている（面談も含む）

連絡帳を利用している

保護者会を実施している

アンケートを行っている

意見箱・専用メールアドレスを設置している

第三者委員が受付窓口となっている

その他

そのような制度はない

分からない

（％）

（回答者：417）

（※複数回答可）

あった

112
26.9%

なかった

166
39.8%

その他

1
0.2%

分からない

138
33.1%

（回答者：417）
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※Ｑ８は，Ｑ７で選択した各項目に対して，追加費用を支払っても実施してもらいたいと回答した
者の割合。また，「追加費用を支払っても実施してもらいたいものはない」の割合は，Ｑ８の回答
者全体（311人）に対するもの

のを全て選んでください。
Ｑ７ 現在利用している保育園に今後実施してもらいたいサービスはありますか。当てはまるも

ば実施できない場合，サービスに見合った追加費用を支払っても実施してもらいたいものは
ありますか。当てはまるものを全て選んでください。

Ｑ８ Ｑ７でお選びになったサービスの中で，通常の保育料のほかに追加費用の支払がなけれ

19.9 

26.1 

12.7 

8.4 

31.4 

8.6 

20.4 

6.5 

7.0 

9.1 

17.3 

12.7 

2.2 

25.4 

59.0 

55.0 

47.2 

48.6 

71.8 

41.7 

52.9 

22.2 

27.6 

55.3 

22.2 

17.0 

33.3 

22.5 

0  20  40  60  80 

延長保育（夕方・夜間・早朝）

休日保育

食事・おやつの充実

夕食の提供

病児・病後児保育

イベント・レクリエーションの実施

（運動会，遠足，お泊まり保育など）

読み書き計算等の幼児教育・学習

替えのおむつや布団等の用意

シーツや衣料等の洗濯

通園バスなどの送迎サービス

より広い施設，より充実した遊具

保育士の増員

その他

特にない

追加費用を支払っても

実施してもらいたいものはない

（％）

Ｑ７ 実施してもらいたいサービス

Ｑ８ Ｑ７で選んだうち追加費用を支払っても実施してもらいたいサービス

回答者 Ｑ７：417

Ｑ８：311

（※複数回答可）
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  ※Ｑ10は，Ｑ９において，ウェブサイトで情報を入手したと回答した者に対する質問

かった情報はありましたか。当てはまるものを１つ選んでください。

んでください。
Ｑ９ 保育園を選択する際に，どのようにして情報を入手しましたか。当てはまるものを全て選

Ｑ10  保育園を選択する際に，事前に知りたかったにもかかわらずウェブサイトで入手が難し

28.8 

21.1 

8.9 

30.2 

12.2 

2.4 

34.5 

13.9 

3.1 

18.0 

0 10 20 30 40

保育園のウェブサイト

自治体のウェブサイト

保育園・自治体のウェブサイト以外の

インターネット上の情報

説明会への参加

保育園が作成するパンフレット・チラシ・ポスター

保育園の備付け資料（財務諸表など）の参照

周囲・知人等

自治体が発行する広報誌・パンフレット

その他

特に行っていない

（％）

（回答者：417）

（※複数回答可）

あった

62
34.3%

なかった

69
38.1%

その他

0
0.0%

分からない

50
27.6%

（回答者：181）
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Ｑ11  入手が難しかった情報の内容について，当てはまるものを全て選んでください。
  ※Ｑ11は，Ｑ10において，ウェブサイトで入手が難しい情報があったと回答した者に対する質問

な第三者機関から評価を受けています（第三者評価制度）。保育園を選択する際に，第三
者評価の結果を見ましたか。当てはまるものを１つ選んでください。

Ｑ12  一部保育園においては，保育サービスの質について事業者や保護者以外の公正・中立

62.9 

29.0 

9.7 

22.6 

27.4 

19.4 

24.2 

25.8 

14.5 

19.4 

27.4 

8.1 

6.5 

4.8 

27.4 

1.6 

0 20 40 60

定員や空き状況

クラス編成

利用できる時間

延長・一時・休日・病児・病後児保育の内容

遊び場や遊具などの設備

保育方針・保育内容・保育の特色

給食内容

１日の過ごし方

年間の催し物などの行事予定

保育士数

保育士の経験年数

法人・施設の財務諸表

苦情等の受付制度

第三者評価の結果

保育料以外の追加費用

その他

（％）

（回答者：62）

（※複数回答可）

見た

40
9.6%

見なかった

377
90.4%

（回答者：417）
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１つ選んでください。
  ※Ｑ13は，Ｑ12において，第三者評価の結果を見たと回答した者に対する質問

Ｑ13  保育園を選択する際に，第三者評価の結果は参考になりましたか。当てはまるものを

ださい。
　※Ｑ14は，Ｑ13において，第三者評価の結果が参考にならなかったと回答した者に対する質問

Ｑ14  第三者評価の結果が参考にならなかった理由について，当てはまるものを全て選んでく

参考になった
10

25.0%

どちらかというと参

考になった
27

67.5%

どちらかというと参

考にならなかった
3

7.5%

参考にならなかっ

た 0 0.0%

その他
0

0.0%

（回答者：40）

33.3 

33.3 

0.0 

33.3 

33.3 

0.0 

0 20 40

第三者評価を受けている保育園が少なく，

比較することができなかったから

評価項目が複雑でよく分からなかったから

分量が多くて読みにくかったから

知りたい情報が出ていなかったから

評価の結果を信頼できないから

その他

（％）

（回答者：3）

（※複数回答可）
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  ※Ｑ15は，Ｑ12において，第三者評価の結果を見なかったと回答した者に対する質問

ますか。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ16  現在，保育園の設置主体として株式会社の参入が進んでいますが，どのように思われ

を全て選んでください。
Ｑ15  保育園を選択する際に，第三者評価の結果を見なかった理由について，当てはまるもの

63.7 

3.4 

22.0 

4.8 

6.9 

1.3 

14.9 

0 20 40 60

第三者評価制度のことを知らなかったから

利用を検討した保育園が第三者評価を

受けていなかったから

どこで公表しているのか分からなかったから

時間がなかったから，面倒だったから

評価結果を見たとしてもその園に入園できるとは

限らないから

その他

分からない

（％）

（回答者：377）

（※複数回答可）

賛成
96

23.0%

どちらかというと賛

成
204
48.9%

どちらかというと反

対
86

20.6%

反対
16
3.8%

その他
15
3.6%

（回答者：417）
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容）とお答えになった理由について，当てはまるものを全て選んでください。
Ｑ17  保育園の設置主体として株式会社の参入が進むことに賛成又は反対（Ｑ16の回答内

67.7 

49.0 

1.2 

0.0 

0.0 

50.0 

53.9 

0.0 

0.0 

13.3 

47.9 

46.6 

7.0 

0.0 

13.3 

26.0 

22.1 

11.6 

6.3 

53.3 

0.0 

3.4 

32.6 

12.5 

20.0 

0.0 

4.9 

74.4 

81.3 

13.3 

0.0 

4.9 

44.2 

43.8 

26.7 

2.1 

0.5 

3.5 

0.0 

33.3 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

（％）

（Ｑ16の回答）

株式会社の方が対応

が柔軟で良いサービ

スを導入してくれそう

だから

待機児童解消に役立

つから

保育所間でサービスを

競い合うことで保育の

質の向上が期待でき

るから

設置主体にこだわりは

ないから

株式会社は倒産する

不安があるから

株式会社は営利優先

で保育の質が下がる

不安があるから

株式会社は突然撤退

してしまう不安がある

から

その他

（回答者：417）

（96/417）

（204/417）

（86/417）

（16/417）

（15/417）

（※複数回答可）
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性別

（注）１ 保育所非利用者とは，０歳児から３歳児の保護者のうち，保育所，認定こども園，幼稚

園を利用していない者である。

  ２　アンケートにおいては，回答者の便宜のため，保育所を保育園と表記するなどしている。

５．保育施設についてのアンケート　【保育所非利用者】

   お子様は今，保育園や幼稚園などの保育施設を利用されていますか。当てはまるものをお選
びください。

男性

130
31.0%

女性

289
69.0%

（回答者：419）

39

20

3

38

3

316

0 100 200 300 400

各自治体が独自に認定・認証した保育施設（例：東

京都認証保育所，横浜保育室）

事業所内保育施設

ベビーホテル

その他認可外保育施設

その他の保育サービス

保育施設等は利用していない（自分で育児をしてい

る，家族に見てもらっているなど）

（回答者：419）

100 ： 認可外保育施設利用者

（Ｑ１～Ｑ20）

319 ： 保育施設非利用者

（Ｑ21～Ｑ37）
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【認可外保育施設利用者】

て，利用の申込み又は検討をしましたか。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ１ 認可外保育施設の利用を始める以前に，認可保育所（公立保育園や私立保育園）につ

Ｑ２ 認可保育所の利用の申込みを行ったものの，入園できなかった・入園を断念した理由に
ついて，当てはまるものを１つ選んでください。

※Ｑ２は，Ｑ１において，申込みを行ったが入園できなかった・入園を断念したと回答した者に対す

る質問

認可保育所の利

用の申込みを行っ

たが，入園できな

かった・入園を断

念した
43

43.0%
認可保育所の利

用を検討したが，

申込みは行ってい

ない
31

31.0%

初めから認可保育

所を希望しなかっ

たため，利用の検

討も行っていない
26

26.0%

（回答者：100）

定員に空きがなく，

入園可能な認可保

育所がなかったか

ら
39

90.7%

定員に空きがあり，

入園可能な認可保

育所はあったもの

の，希望とは異なる

園だったから
3

7.0%

その他

1
2.3%

（回答者：43）
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Ｑ３   どのような点が希望と異なっていましたか。当てはまるものを全て選んでください。
  ※Ｑ３は，Ｑ２において，希望とは異なる園だったからと回答した者に対する質問

を１つ選んでください。
  ※Ｑ４は，Ｑ１において，利用を検討したが申込みは行っていないと回答した者に対する質問

Ｑ４ 認可保育所の利用を検討したものの，申込みをしなかった理由について，当てはまるも

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 
100.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

保育方針・内容に満足できなかった，不安があった

保育時間の都合が合わなかった

兄弟姉妹が利用している認可保育所と別になった

第三者評価の結果が良くなかった

評判が良くなかった

施設・設備・備品に不満・不安があった

通園するには不便な立地であった

その他

（％）

（回答者：3）

（※複数回答可）

定員に空きがなさ

そう又は競争率が

高そうだったから
12

38.7%

定員に空きがあり

そう又は競争率が

低そうな認可保育

所が，希望とは異

なる園だったから
7

22.6%

その他
12

38.7%

（回答者：31）
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Ｑ５   どのような点が希望と異なっていましたか。当てはまるものを全て選んでください。
  ※Ｑ５は，Ｑ４において，希望とは異なる園だったと回答した者に対する質問

  ※Ｑ６は，Ｑ１において，認可保育所の申込み・検討を行ったと回答した者に対する質問

Ｑ６ 希望する認可保育所の定員に空きがあれば，転園を希望しますか。当てはまるものを１
つ選んでください。

28.6 

28.6 

14.3 

0.0 

14.3 

0.0 

42.9 

0.0 

0 10 20 30 40

保育方針・内容に満足できなかった，不安があった

保育時間の都合が合わなかった

兄弟姉妹が利用している認可保育所と別になった

第三者評価の結果が良くなかった

評判が良くなかった

施設・設備・備品に不満・不安があった

通園するには不便な立地であった

その他

（％）

（回答者：7）

（※複数回答可）

転園を希望する
50

67.6%

転園を希望しない
22

29.7%

その他
2

2.7%

（回答者：74）
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  ※Ｑ７は，Ｑ１において，認可保育所の申込み・検討を行ったと回答した者に対する質問

Ｑ７ 認可外保育施設を利用している中で，仮に認可保育所を利用できていれば改善すると考
えられる点はありますか。当てはまるものを全て選んでください。

 また，「保育料が安くなる」を選択した場合は，約何％安くなると見込まれているのか御回
答ください。

43.2 

29.7 

36.5 

18.9 

28.4 

27.0 

18.9 

9.5 

5.4 

1.4 

5.4 

4.1 

0 10 20 30 40

保育料が安くなる

保育についてより安心感が増す

立地が良くなり，より便利になる

資格を持った保育士の数が増加する

保育時間が長くなる

施設・設備・備品が充実する

自身又は配偶者がより望ましい条件

（時間・内容等）で仕事をすることができる

自身又は配偶者の転職・就職が可能になる

親族・知人に子供の保育を頼まなくて済む

家庭保育福祉員（いわゆる保育ママ）・ベビー

シッターに子供の保育を頼まなくて済む

その他

特にない

（％）

（回答者：74）

（※複数回答可）
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  ※Ｑ７において，「保育料が安くなる」と回答した者（32人）に対する質問

た施設は，どのようなものがありましたか。当てはまるものを全て選んでください。
Ｑ８ 現在，お子様が利用している認可外保育施設を選択するに当たって，他に利用を検討し

●　約何％安くなると見込まれているのか

3

4

1

5

4

11

1

2

1

0 2 4 6 8 10 12

10%

20%

25%

30%

40%

50%

55%

60%

70%

（人）

（回答者：32）

39.0 

15.0 

7.0 

5.0 

16.0 

5.0 

3.0 

1.0 

35.0 

0 10 20 30 40

各自治体が独自に認定・認証した保育施設

認定こども園

事業所内保育施設

ベビーホテル

その他認可外保育施設（2～4以外の認可外保育施

設）

家庭保育福祉員（いわゆる保育ママ）

ベビーシッター

その他の保育サービス

他に利用を検討した施設はない

（％）

（回答者：100）

（※複数回答可）
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を以下の中から５つまで選んでください（５つに満たない場合は，５つ全てを選択する必要は
ありません。）。

Ｑ９ 現在，お子様が利用している認可外保育施設を選択するに当たって，特に重視された点

36.0 

61.0 

27.0 

42.0 

23.0 

28.0 

19.0 

13.0 

18.0 

10.0 

4.0 

10.0 

9.0 

1.0 

10.0 

3.0 

5.0 

11.0 

0 20 40 60 80

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，

これらが充実している

園や保育士の雰囲気が良い，

コミュニケーションが取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受入体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認定・認証した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

（％）

（回答者：100）

（※５つまで回答可）
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　 ※Ｑ11は，Ｑ10で選択した各項目に対して，追加費用を支払っても実施してもらいたいと回答した
者の割合。「追加費用を支払っても実施してもらいたいものはない」の割合は，Ｑ11の回答者全
体（84人）に対するもの

てはまるものを全て選んでください。
Ｑ10  現在利用している認可外保育施設に今後実施してもらいたいサービスはありますか。あ

れば実施できない場合，サービスに見合った追加費用を支払っても実施してもらいたいもの
はありますか。当てはまるものを全て選んでください。

Ｑ11  Ｑ10でお選びになったサービスの中で，通常の保育料のほかに追加費用の支払がなけ

31.0 

31.0 

17.0 

10.0 

42.0 

16.0 

21.0 

12.0 

10.0 

6.0 

26.0 

16.0 

6.0 

16.0 

58.1 

58.1 

41.2 

70.0 

83.3 

50.0 

33.3 

41.7 

20.0 

66.7 

11.5 

12.5 

50.0 

20.2 

0 20 40 60 80 100

延長保育（夕方・夜間・早朝）

休日保育

食事・おやつの充実

夕食の提供

病児・病後児保育

イベント・レクリエーションの実施

（運動会，遠足，お泊まり保育など）

読み書き計算等の幼児教育・学習

替えのおむつや布団等の用意

シーツや衣料等の洗濯

通園バスなどの送迎サービス

より広い施設，より充実した遊具

保育士の増員

その他

特にない

追加費用を支払っても

実施してもらいたいものはない

（％）

Ｑ10 実施してもらいたいサービス

Ｑ11 Ｑ10で選んだうち追加費用を支払っても実施してもらいたいサービス）

Ｑ10 （回答者：100）

Ｑ11 （回答者： 84）

（※複数回答可）
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か，幼稚園，認定こども園，ベビーシッターなど，子供を預かる施設・サービス全般）はあり
ますか。当てはまるものを全て選んでください。

Ｑ12  今後利用又は転園したいと考えている保育施設等（認可保育所や認可外保育施設のほ

58.0 

15.0 

8.0 

4.0 

3.0 

6.0 

16.0 

13.0 

5.0 

1.0 

0.0 

0.0 

27.0 

0 20 40 60 80

認可保育所（公立保育園・私立保育園）

各自治体が独自に認定・認証した保育施設

事業所内保育施設

ベビーホテル

その他認可外保育施設

（2～4以外の認可外保育施設）

幼稚園（通常の就園時間〔4時間程度〕）

幼稚園＋預かり保育

認定こども園（保育所と同程度の８時間程度の利用）

認定こども園（幼稚園と同程度の４時間程度の利用）

家庭保育福祉員（いわゆる保育ママ）

ベビーシッター

その他の保育サービス

利用又は転園する考えはない

（％）

（回答者：100）

（※複数回答可）
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Ｑ13  認可保育所を選択する際に，特に重視する点を以下の中から５つまで選んでください
（５つに満たない場合は，５つ全てを選択する必要はありません。）。
  ※Ｑ13は，Ｑ12において，今後認可保育所の利用を考えていると回答した者に対する質問

62.1 

72.4 

20.7 

36.2 

25.9 

27.6 

29.3 

8.6 

5.2 

5.2 

8.6 

8.6 

13.8 

6.9 

10.3 

0.0 

1.7 

3.4 

0 20 40 60 80

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，

これらが充実している

園や保育士等の雰囲気が良い，

コミュニケーションが取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受け入れ体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認可した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

（％）

（回答者：58）

（※５つまで回答可）
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  ※Ｑ15は，Ｑ14において，ウェブサイトで情報を入手したと回答した者に対する質問

Ｑ14  保育施設等の利用を検討する際に，必要な情報をどのようにして入手していますか。あ
てはまるものを全て選んでください。

入手が難しかった情報はありましたか。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ15  保育施設等の利用を検討する際に，事前に知りたかったにもかかわらずウェブサイトで

50.0 

43.0 

13.0 

22.0 

17.0 

4.0 

28.0 

17.0 

2.0 

20.0 

0 20 40 60

保育施設等のウェブサイト

自治体のウェブサイト

保育施設等・自治体のウェブサイト以外の

インターネット上の情報

説明会への参加

保育施設等が作成するパンフレット・チラシ・ポスター

保育施設等の備付け資料（財務諸表など）の参照

周囲・知人等

自治体が発行する広報誌・パンフレット

その他

特に行っていない

（％）

（回答者：100）

（※複数回答可）

あった

35
56.5%

なかった

19
30.6%

その他

0
0.0%

分からない

8
12.9%

（回答者：62）
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  ※Ｑ16は，Ｑ15において，入手が難しい情報があったと回答した者に対する質問
Ｑ16  入手が難しかった情報の内容について，当てはまるものを全て選んでください。

な第三者機関から評価を受けています（第三者評価制度）。このような評価制度があること
をご存じでしたか。当てはまるものを１つ選んでください。

Ｑ17  一部保育園においては，保育サービスの質について事業者や保護者以外の公正・中立

54.3 

22.9 

8.6 

22.9 

25.7 

14.3 

25.7 

20.0 

8.6 

14.3 

17.1 

2.9 

5.7 

8.6 

25.7 

2.9 

0 20 40 60

定員や空き状況

クラス編成

利用できる時間

延長・一時・休日・病児・病後児保育の内容

遊び場や遊具などの設備

保育方針・保育内容・保育の特色

給食内容

１日の過ごし方

年間の催し物などの行事予定

保育士数

保育士の経験年数

法人・施設の財務諸表

苦情等の受付制度

第三者評価の結果

保育料以外の追加費用

その他

（％）

（回答者：35）

（※複数回答可）

知っていた

26
26.0%

知らなかった

74
74.0%

（回答者：100）
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選んでください。
Ｑ18  保育園を選択する際に，第三者評価の結果を参照したいですか。当てはまるものを１つ

れますか。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ19  現在，認可保育所の設置主体として株式会社の参入が進んでいますが，どのように思わ

参照したい

67
67.0%

どちらでもよい

22
22.0%

参照したくない

2
2.0%

分からない

9
9.0%

（回答者：100）

賛成
40

40.0%

どちらかというと賛

成
40

40.0%

どちらかというと反

対
16

16.0%

反対
3

3.0%

その他
1

1.0%

（回答者：100）
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Ｑ20  認可保育所の設置主体として株式会社の参入が進むことに賛成又は反対（Ｑ19の回答
内容）とお答えになった理由について，当てはまるものを全て選んでください。

60.0 

42.5 

0.0 

0.0 

0.0 

75.0 

60.0 

12.5 

0.0 

0.0 

47.5 

40.0 

12.5 

0.0 

0.0 

25.0 

27.5 

18.8 

0.0 

0.0 

0.0 

2.5 

37.5 

33.3 

0.0 

0.0 

15.0 

56.3 

100.0 

0.0 

0.0 

5.0 

31.3 

66.7 

0.0 

0.0 

2.5 

0.0 

0.0 

100.0 

0  20  40  60  80  100 

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

（％）

（Ｑ19の回答）

株式会社の方が対応

が柔軟で良いサービ

スを導入してくれそう

だから

待機児童解消に役立

つから

保育所間でサービスを

競い合うことで保育の

質の向上が期待でき

るから

設置主体にこだわりは

ないから

株式会社は倒産する

不安があるから

株式会社は営利優先

で保育の質が下がる

不安があるから

株式会社は突然撤退

してしまう不安がある

から

その他

（回答者：100）

（40/100）

（40/100）

（16/100）

（3/100）

（1/100）

（※複数回答可）
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【保育施設非利用者】

する質問

か。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ21  認可保育所（公立保育園及び私立保育園）について，利用の申込み又は検討をしました

Ｑ22  認可保育所の利用の申込みを行ったものの，入園できなかった・入園を断念した理由に
ついて，当てはまるものを１つ選んでください。

※Ｑ22は，Ｑ21において，申込みを行ったが入園できなかった・入園を断念したと回答した者に対

認可保育所の利用

の申込みを行った

が，入園できなかっ

た・入園を断念した
21
6.6%

認可保育所の利用

を検討したが，申込

みは行っていない
65

20.4%

初めから認可保育

所を希望しなかった

ため，利用の検討

も行っていない
233
73.0%

（回答者：319）

定員に空きがなく，

入園可能な認可保

育所がなかったか

ら
21

100.0%

定員に空きがあり，

入園可能な認可保

育所はあったもの

の，希望とは異なる

園だったから
0

0.0%

その他

0
0.0%

（回答者：21）
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  ※Ｑ23は，Ｑ22において，希望とは異なる園だったからと回答した者に対する質問

※回答者なし

Ｑ24  認可保育所の利用を検討したものの，申込みをしなかった理由について，当てはまるも
のを１つ選んでください。
  ※Ｑ24は，Ｑ21において，利用を検討したが申込みは行っていないと回答した者に対する質問

Ｑ23  どのような点が希望と異なっていましたか。当てはまるものを全て選んでください。

定員に空きがなさ

そう又は競争率が

高そうだったから
25

38.5%

定員に空きがあり

そう又は競争率が

低そうな認可保育

所が，希望とは異

なる園だったから
12

18.5%

その他
28

43.1%

（回答者：65）
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  ※Ｑ25は，Ｑ24において，希望とは異なる園だったからと回答した者に対する質問

　※Ｑ26は，Ｑ21において，認可保育所への入園ができなかった・入園を断念した，認可保育所の
用を検討したものの申込みをしなかったと回答した者に対する質問

したものの，申込みをしなかったことで，どのような影響が生じましたか。当てはまるものを
全て選んでください。

Ｑ26  認可保育所への入園ができなかった・入園を断念したことや，認可保育所の利用を検討

Ｑ25  どのような点が希望と異なっていましたか。当てはまるものを全て選んでください。

33.3 

50.0 

0.0 

0.0 

25.0 

25.0 

33.3 

0.0 

0 20 40 60

保育方針・内容に満足できなかった，不安があった

保育時間の都合が合わなかった

兄弟姉妹が利用している認可保育所と別になった

第三者評価の結果が良くなかった

評判が良くなかった

施設・設備・備品に不満・不安があった

通園するには不便な立地であった

その他

（％）

（回答者：12）

（※複数回答可）

9.3 

11.6 

3.5 

43.0 

7.0 

1.2 

3.5 

29.1 

0 20 40 60

自身・配偶者が辞職した

自身・配偶者が予定していた育児休暇期間を延長

した・休職した

自身・配偶者が保育と両立可能な仕事に転職した

自身・配偶者が就職するつもりだったが，断念した

親族・知人に子供の保育を頼んだ

家庭保育福祉員（いわゆる保育ママ）・ベビーシッ

ターに子供の保育を頼んだ

その他

特にない

（％）

（回答者：86）

（※複数回答可）
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園，認定こども園，ベビーシッターなど，子供を預かる施設・サービス全般）はありますか。当
てはまるものを全て選んでください。

Ｑ27  今後利用したいと考えている保育施設等（認可保育所や認可外保育施設のほか，幼稚

40.8 

17.2 

5.0 

1.3 

4.4 

57.4 

33.9 

12.5 

9.1 

1.3 

1.6 

0.3 

10.3 

0 20 40 60

認可保育所（公立保育園・私立保育園）

各自治体が独自に認定・認証した保育施設

事業所内保育施設

ベビーホテル

その他認可外保育施設

（2～4以外の認可外保育施設）

幼稚園（通常の就園時間〔4時間程度〕）

幼稚園＋預かり保育

認定こども園（保育所と同程度の８時間程度の利用）

認定こども園（幼稚園と同程度の４時間程度の利用）

家庭保育福祉員（いわゆる保育ママ）

ベビーシッター

その他の保育サービス

いずれも利用する予定はない

（％）

（回答者：319）

（※複数回答可）

123



  ※Ｑ28は，Ｑ27において，今後利用したい保育施設等として，認可保育所を回答した者に対する
質問

（５つに満たない場合は，５つ全てを選択する必要はありません。）。
Ｑ28  認可保育所を選択する際に，特に重視する点を以下の中から５つまで選んでください

60.8 

76.2 

12.3 

46.2 

25.4 

30.0 

12.3 

12.3 

7.7 

12.3 

6.9 

6.9 

8.5 

5.4 

10.0 

0.0 

3.8 

0.8 

0 20 40 60 80

保育料が手頃である

家から近い

職場から近い

保育時間の都合が合う

延長保育・休日保育・夜間保育を実施している，

これらが充実している

園や保育士等の雰囲気が良い，

コミュニケーションが取りやすい・要望が言いやすい

保育方針・内容が良い，教育内容がしっかりしている

兄弟姉妹が通園している・通園していた

低年齢児童の受け入れ体制が整っている

周囲の評判・口コミが良い

保育士の数が多い

急な病気やアレルギーへの対応が良い

施設・設備が充実している・新しい

防犯・防災体制がしっかりしている

行政が認可した施設である

第三者評価の結果が良い

入れればどこでもよい

その他

（％）

（回答者：130）

（※５つまで回答可）
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者の割合。「追加費用を支払っても実施してもらいたいものはない」の割合は，Ｑ30の回答者全
体（128人）に対するもの

※Ｑ30は，Ｑ29で選択した各項目に対して，追加費用を支払っても実施してもらいたいと回答した

当てはまるものを全て選んでください。
Ｑ29  今後利用したいと考えている認可保育所で実施してもらいたいサービスはありますか。

れば実施できない場合，サービスに見合った追加費用を支払っても実施してもらいたいもの
はありますか。当てはまるものを全て選んでください。

Ｑ30  Ｑ29でお選びになったサービスの中で，通常の保育料のほかに追加費用の支払がなけ

69.2 

47.7 

35.4 

6.9 

41.5 

26.2 

33.1 

20.0 

13.8 

36.2 

31.5 

33.8 

1.5 

1.5 

70.0 

53.2 

23.9 

66.7 

64.8 

23.5 

32.6 

34.6 

27.8 

46.8 

12.2 

13.6 

0.0 

14.8 

0  20  40  60  80 

延長保育（夕方・夜間・早朝）

休日保育

食事・おやつの充実

夕食の提供

病児・病後児保育

イベント・レクリエーションの実施

（運動会，遠足，お泊まり保育など）

読み書き計算等の幼児教育・学習

替えのおむつや布団等の用意

シーツや衣料等の洗濯

通園バスなどの送迎サービス

より広い施設，より充実した遊具

保育士の増員

その他

特にない

追加費用を支払っても

実施してもらいたいものはない

（％）

Ｑ29 実施してもらいたいサービス

Ｑ30 Ｑ29で選んだうち追加費用を支払っても実施してもらいたいサービス

回答者 Ｑ29：130

Ｑ30：128

（※複数回答可）
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  ※Ｑ32は，Ｑ31において，ウェブサイトで情報を入手したと回答した者に対する質問

てはまるものを全て選んでください。
Ｑ31  保育施設等の利用を検討する際に，必要な情報をどのようにして入手していますか。あ

Ｑ32  保育施設等の利用を検討する際に，ウェブサイトで入手が難しい情報はありますか。あ
てはまるものを１つ選んでください。

34.8 

32.0 

17.6 

25.1 

21.9 

6.6 

33.5 

18.8 

0.6 

26.3 

0 20 40

保育施設等のウェブサイト

自治体のウェブサイト

保育施設等・自治体のウェブサイト以外の

インターネット上の情報

説明会への参加

保育施設等が作成するパンフレット・チラシ・ポスター

保育施設等の備付け資料（財務諸表など）の参照

周囲・知人等

自治体が発行する広報誌・パンフレット

その他

特に行っていない

（％）

（回答者：319）

（※複数回答可）

ある

79
48.2%

ない

32
19.5%

具体的に検討し

ていないので分

からない
53

32.3%

（回答者：164）
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   ※Ｑ33は，Ｑ32において，入手が難しかった情報があったと回答した者に対する質問

Ｑ33  入手が難しい情報の内容について，当てはまるものを全て選んでください。

中立な第三者機関から評価を受けています（第三者評価制度）。このような評価制度がある
ことをご存じでしたか。当てはまるものを１つ選んでください。

Ｑ34  一部保育施設等においては，保育サービスの質について事業者や保護者以外の公正・

78.5 

35.4 

25.3 

34.2 

36.7 

21.5 

38.0 

26.6 

8.9 

29.1 

43.0 

10.1 

20.3 

29.1 

45.6 

6.3 

0 20 40 60 80

定員や空き状況

クラス編成

利用できる時間

延長・一時・休日・病児・病後児保育の内容

遊び場や遊具などの設備

保育方針・保育内容・保育の特色

給食内容

１日の過ごし方

年間の催し物などの行事予定

保育士数

保育士の経験年数

法人・施設の財務諸表

苦情等の受付制度

第三者評価の結果

保育料以外の追加費用

その他

（％）

（回答者：79）

（※複数回答可）

知っていた

23
7.2%

知らなかった

296
92.8%

（回答者：319）
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１つ選んでください。
Ｑ35  保育施設等を選択する際に，第三者評価の結果を参照したいですか。当てはまるものを

れますか。当てはまるものを１つ選んでください。
Ｑ36  現在，認可保育所の設置主体として株式会社の参入が進んでいますが，どのように思わ

参照したい

185
58.0%

どちらでもよい

83
26.0%

参照したくない

10
3.1%

分からない

41
12.9%

（回答者：319）

賛成
90

28.2%

どちらかというと賛

成
175
54.9%

どちらかというと反

対
41

12.9%

反対
5

1.6%

その他
8

2.5%

（回答者：319）
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内容）とお答えになった理由について，当てはまるものを全て選んでください。
Ｑ37  認可保育所の設置主体として株式会社の参入が進むことに賛成又は反対（Ｑ36の回答

77.8 

52.0 

0.0 

0.0 

12.5 

70.0 

63.4 

2.4 

0.0 

12.5 

60.0 

41.1 

4.9 

0.0 

12.5 

24.4 

16.6 

9.8 

20.0 

37.5 

0.0 

4.0 

34.1 

20.0 

12.5 

0.0 

9.7 

82.9 

60.0 

25.0 

0.0 

4.6 

39.0 

20.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

37.5 

0 20 40 60 80 100

賛成

どちらかというと賛成

どちらかというと反対

反対

その他

（％）

（Ｑ36の回答）

株式会社の方が対応

が柔軟で良いサービ

スを導入してくれそう

だから

待機児童解消に役立

つから

保育所間でサービスを

競い合うことで保育の

質の向上が期待でき

るから

設置主体にこだわりは

ないから

株式会社は倒産する

不安があるから

株式会社は営利優先

で保育の質が下がる

不安があるから

株式会社は突然撤退

してしまう不安がある

から

その他

（回答者：319）

（90/319）

（175/319）

（41/319）

（5/319）

（8/319）

（※複数回答可）
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